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第１節 総 則 

 

第１ 防災協働社会の形成推進 

１ 基本方針 

 (１) 災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の

迅速な回復を図る「減災」の考え方を基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が失われ

ないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるよう、様々な対策を組み合わ

せて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。その

際、災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合もあることから、

ソフト対策を可能な限りすすめ、ハード・ソフトを組み合わせて一体的に災害対策を推進す

る。 

 (２) 最新の科学的知見に基づき、起こりうる災害及びその災害によって引き起こされる被害を

的確に想定するとともに、過去に起こった大規模災害の教訓を踏まえ、絶えず災害対策の改

善を図る。 

 (３) 自然災害からの安全・安心を得るため、行政による公助はもとより、住民一人ひとりの自

覚に根ざした自助、身近なコミュニティ等による共助に努めるとともに、国の「災害被害を

軽減する国民運動の推進に関する基本方針」を踏まえ、社会の様々な主体が連携して災害被

害の軽減に向けた防災活動を行う仕組みを構築する。 

 (４) 地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図

るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性の参画を拡大し、男

女共同参画の視点を取り入れた防災体制の確立に努めるとともに、町、住民、事業者、自主

防災組織、ボランティア等は、その責務や役割を認識し、お互いに助け合い、協働して災害

に対処できる防災協働社会の形成の推進に努める。 

２ 「災害から命を守る岐阜県民運動」の推進 

 (１) 県は、市町村、防災関係団体、事業者、学校、有識者等で構成する「災害から命を守る岐

阜県民運動」を推進する組織を設置する。 

 (２) 町は、県と連携し、「想定外の常態化」ともいうべき自然災害の現状を踏まえ、個人や家庭、

地域、企業、団体等社会の様々な主体が連携して、たとえ大規模災害が発生したとしても県

民の命を守り、命をつなげるためには、「自助」、「共助」によるソフトパワーの底上げが必要

であり、ハザードマップを「知る・学ぶ」、防災訓練に「参加する」など具体的な目標を盛り

込んだ新たな行動計画を定め、「災害から命を守る岐阜県民運動」として全世代に向け展開し

ていく。 

３ 災害被害の軽減に向けた自発的な防災活動の推進 

  町は、様々な主体を通じた防災知識の普及啓発に努める。また、各主体が連携して防災活動
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に参加できるよう配慮するとともに、家庭や事業所等における安全に対する備えの促進を図る。 

４ 男女共同参画その他多様な視点を取り入れた防災体制の確立 

  町は、多様な視点に配慮した防災を進めるため、防災の現場における女性や高齢者、障がい

者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点に配慮した防災体制の確立に努める。 

  また、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局等の役割について、防災担当部局と

男女共同参画担当部局等が連携し明確化しておくよう努める。 

５ 関係機関と連携した防災対策の整備 

  町は、平常時から県、関係機関及び企業等との間で協定を締結するなど、連携強化を進める

ことにより、災害時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努める。 

  特に、災害時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達するいとまが

ないことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生しやすくなる。この

ようなことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通じて、互いに平時から

災害時の対応についてコミュニケーションをとっておくこと等により、「顔の見える関係」を構

築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、過去の災害対応の教訓の共有を図るなど、訓練・

研修等を通じて、構築した関係を持続的なものにするよう努める。 

  また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸

送、避難者の運送等）については、あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送

拠点として利用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど協力体制を構築し、民間

事業者のノウハウや能力等を活用する。 

６ 罹災証明書の発行体制の整備 

  町は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明書の

交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応

援協定の締結等、応援の受入体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な

業務の実施体制の整備に努める。 

  また、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部署と応急危険度判定担当部署とが非常時

の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実

施計画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努める。 

  効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について検討する。 

７ 感染症対策の視点を取り入れた防災対策の推進 

  町は、新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対策の

徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策の

観点を取り入れた防災対策を推進する。 

８ デジタル技術を活用した防災対策の推進 

  町及び県及び防災関係機関は、効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラ

ウドコンピューティング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化の推進を図る。

デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準化や、システムを活用したデー

タ収集・分析・加工・共有の体制整備を図るよう努める。 



□2 〈１.予防〉第１節 総 則 

〔養老防11〕 53 

第２ 防災業務施設・設備等の整備 

１ 気象等観測施設・設備等 

  町は、県等と連携して、気象等の自然現象の観測等に必要な気象等観測施設・設備を整備し、

観測体制の充実、強化を図るとともに、取得した観測情報等を関係機関に提供する。 

  (注) 気象業務法（昭和27年法律第165号）では、気象庁以外の政府機関又は地方公共団体が気象観測を行う

場合には、国土交通省令で定める技術上の基準に従って、気象庁長官の登録を受けた者が行う検定に合

格した気象測器でなければ、使用してはならない。また、観測施設を設置した場合は、その旨を届け出

なければならない。 

２ 消防施設・設備等 

  町は、消防ポンプ自動車等の消防機械、消火栓、防火水槽等の消防用水利、火災通報施設そ

の他の消防施設、設備の整備、改善及び性能調査を実施することにより、有事の際の即応体制

の確立を期する。 

  特に、特殊火災（危険物施設等）に対処するため、化学車、はしご車、化学消火薬剤等の資

機材の整備を図る。 

３ 通信施設・設備等 

 (１) 町は、防災に関する情報の収集・伝達等の迅速化を図るため、集落、他の市町村、県、防

災関係機関との間における情報連絡網の整備を図る。 

 (２) 町は、有線通信が途絶した場合でも通信を確保するため、無線通信施設等を整備し、その

機能の充実と交信範囲の充実及び信頼性の向上に努める。 

 (３) 町は、通信施設に被害が発生した場合に備え、非常電源、予備機等の設置に努め、通信連

絡機能の維持を図る。 

 (４) 町は、県と連携し、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正

確に分析・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

４ 水防施設・設備等 

  町は、重要水防区域、危険箇所等について把握し、水防活動に必要なくい木、土のう袋、ス

コップ、カケヤ等の水防資機材を備蓄する。 

５ 救助施設・設備等 

  町は、人命救助に必要な救急車、救命ボート等の救助機械、担架・救命胴衣等の救助用資機

材及び乾パン・飯缶等の救助用食糧、生活必需品等の物資について有効・適切に活用・運用で

きるよう、整備、改善及び点検を実施する。 

６ 災害対策本部機能の強化推進 

  町は、役場庁舎について、災害対策活動の中枢拠点として、迅速・的確な指揮指令機能を有

する災害対策機能の強化を推進するとともに、代替エネルギーシステムの活用を含め自家発電

設備等の整備を図り、十分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努める。 

  また、災害情報を一元的に把握し、共有することできる体制の整備を図り、災害対策本部の

機能の充実・強化に努める。 

７ 迅速な参集体制の整備 
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 (１) 職員の動員・配備体制の強化 

   災害時に速やかに応急対策体制を確保するには、勤務時間内外を問わず職員の迅速な参集

が不可欠であり、災害時の監視及び災害情報の迅速な収集・伝達体制等を確保するため、職

員の徒歩等による参集時間・参集ルートの事前確認を実施するなど、職員の安全の確保に十

分に配慮しつつ、より迅速な職員参集体制の整備を推進する。 

   その際、専門的知見を有する防災職員の確保及び育成、参集基準の明確化、連絡手段の確

保、参集手段の確保、参集職員の職場近傍での宿舎の確保、携帯電話など参集途上での情報

収集伝達手段の確保等について検討する。 

 (２) 初動時の臨時配備体制 

  ア 職員は、災害発生当初は最寄りの本庁、自治会館又は公共施設へ登庁し、情報収集を行

う。 

  イ 当該庁舎の所管区域内に甚大な被害発生（おそれ）がある場合はそのままとどまり、本

部又は支部の一員として初期の緊急対策に当たる。また、周辺で災害発生の場合参集でき

る者をあらかじめ把握し、臨時体制を整備する。 

８ 防災拠点施設の整備 

  町は、大規模災害時に町内の迅速な災害対策活動のため、次の機能を有する防災拠点施設の

指定を行う。 

 (１) 救助活動拠点 

   県外から派遣される多数の警察、消防、自衛隊等の救助部隊を受け入れるための拠点 

 (２) 地域内輸送拠点 

   県外から、又は市町村域を越えて届く多種・大量の支援物資を被災地に効率的に配分する

ための拠点 

 (３) ライフライン復旧活動拠点 

   電気、上下水道等のライフラインの寸断が広域になった場合、応急供給体制の確保（バッ

クアップ体制等）及び応急復旧体制（広域応援体制等）の確保のための拠点 

 (４) 各地区の活動拠点 

   住民による自主防災活動を実施するためのコミュニティ防災拠点（自治会等に１か所ぐら

い）及び地域防災拠点（小中学校区ごとに１か所ぐらい） 

 (５) 緊急離着陸場の選定 

   町は、道路の損傷により陸上輸送が不可能となった場合のヘリコプターによる空輸、ある

いはヘリコプターによる救急・救助等の空中消火の基地として、ヘリコプターの離着陸の可

能な空地を選定・確保し、緊急離着陸場を設ける。（資料６－１参照） 

 (６) ヘリポート等の整備 

   町は、ヘリコプターが災害時のみならず訓練、広報等においても常時使用できるヘリポー

ト、飛行場外離着陸場（ヘリストップ）の整備促進に努めるほか、緊急離着陸場においても

ヘリコプターが安全に離着陸できるように、周囲に障害物となるものが生じないよう維持管

理に努める。 
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９ 複合災害対策 

 (１) 町は、複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化するこ

とにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象）の発生可能性を認識し、防災

計画等を見直し、備えを充実させる。 

 (２) 町は、災害対応に当たる要員、資機材等について、後発災害の発生が懸念される場合には、

先発災害に多くを動員し後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性があ

ることに留意しつつ、要員・資機材の投入判断を行うよう対応計画にあらかじめ定めるとと

もに、外部からの支援を早期に要請することも定めておく。 

 (３) 町は、様々な複合災害を想定した机上訓練を行い、結果を踏まえて災害ごとの対応計画の

見直しに努める。さらに、地域特性に応じて発生可能性が高い複合災害を想定し、要員の参

集、合同の災害対策本部の立上げ等の実動訓練の実施に努める。 

10 その他施設・設備等 

  町は、被災した道路・河川等の復旧等に必要な資機材の調達方法を検討する。 

  また、特に防災活動上必要な公共施設、避難所に指定されている施設等の防災点検を定期的

に実施するとともに、あらかじめ輸送ルートの確保計画を策定する。 

 

第３ 災害に強いまちづくり 

１ 総合的な防災・減災対策 

  町は、まちの災害特性に配慮した土地利用の誘導、開発抑制、移転の促進や避難に必要な施

設の整備に加え、自然環境の機能を活用すること等により地域のレジリエンスを高める

「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」及び「グリーンインフラ」の取組の推進など、総

合的な防災・減災対策を講じることにより、災害に強いまちの形成を図る。 

  また、気候変動による更なる水害リスクの増大に備え、流域全体で被害を軽減する「流域治

水」を促進する。 

２ 安全性の確保の促進 

  町は、防災・まちづくり・建築等を担当する各部局の連携の下、地域防災計画や立地適正化

計画等を踏まえ、災害の危険性等地域の実情に応じて、優先度の高い避難行動要支援者から個

別避難計画を作成するとともに、住宅に関する補助や融資等における優遇措置等の対象となる

立地を限定し、住宅を安全な立地に誘導するなど、まちづくりにおける安全性の確保を促進す

るよう努める。 
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第２節 防災思想・防災知識の普及 

 

 災害を最小限に食い止めるには、町、県、防災関係機関による災害対策の推進はもとより、住

民一人ひとりが、日ごろから「自らの生命は自ら守る」、「みんなの地域はみんなで守る」という

基本理念と正しい防災知識を身に付け、食料、飲料水の備蓄など、平常時から災害に対する備え

を心がけることが必要である。このため、生活単位や学校、職場等に着目し、それぞれの状況に

応じた啓発を通じて防災意識の高揚を図るとともに、住民等の防災意識の向上及び防災対策に係

る地域の合意形成の促進のため、自然災害によるリスク情報の基礎となる防災地理情報を整備す

るとともに、専門機関（気象庁等）や専門家（気象防災アドバイザー等）の知見も活用しながら、

防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信する。 

 また、「超」広域災害や、複数の災害が同時に発生するような災害が起こり得ることを周知し、

それらの災害に対する備えの必要性を併せて啓発する。 

 なお、その際には、乳幼児、重篤な重病者、障がい者、高齢者、妊婦、外国人等の要配慮者に

十分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の

男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努める。 

 

１ 住民に対する防災教育 

  町は、住民が防災の基本理念を理解し、正しい知識と判断をもって行動できるよう、災害予

防、応急措置等の知識の向上に努め、誰にでも起こりうる災害による被害を少しでも軽減する

ための備えを一層充実し、その実践を促進する。 

  また、防災知識の普及に当たっては、住民に対して、「自らの命は自らが守る」という意識を

持ち自らの判断で避難行動をとること及び早期避難の重要性を周知し、住民の理解と協力を得

る。特に要配慮者に十分配慮し、地域で支援する体制が整備されるよう努める。 

  さらに、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者や支援者が性

暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」意識の普及、徹底を図

る。 

 (１) 啓発の内容 
  ア 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレット

ペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）及び各個人にと

って最も重要なもの（常備薬、コンタクトレンズ、インシュリン、医療器具など）をまと

めておくこと、自動車へのこまめな満タン給油、負傷の防止や避難路の確保の観点からの

家具・ブロック塀等の転倒防止対策、飼い主による家庭動物との同行避難や避難所での飼

養についての準備、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全

対策 
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  イ 警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時にとるべき行動 
  ウ 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認識、自分

は災害に遭わないという思い込み（正常性バイアス）等を克服し、避難行動を取るべきタ

イミングを逸することなく適切な行動をとること 
  エ 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難経路等の確

認 
  オ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとるべき行動、避難場所や

避難所での行動 
  カ 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）の整備 
  キ 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域避難の考え方 

  ク 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生活の

再建に資する行動 

 (２) 啓発の方法 

  ア 広報「養老」、パンフレット、ポスター、ハザードマップ等の利用 

  イ テレビ、ラジオ、新聞、ビデオテープの利用 

  ウ 広報車の利用 

  エ 講演会、講習会の実施 

  オ 防災訓練の実施 

  カ 防災アプリ及びあんしん防災ネットの登録促進 

２ 職員に対する教育 

 職員として的確かつ円滑な防災対策を推進するために、地域における防災活動に率先して参

加させるとともに、次の事項について、研修会等を通じ教育を行う。 
 (１) 気象災害に関する基礎知識 

 (２) 災害の種別と特性 

 (３) 養老町地域防災計画と町の防災対策に関する知識 

 (４) 災害が発生した場合に、具体的にとるべき行動に関する知識 

 (５) 職員として果たすべき役割（職員の動員体制と任務分担） 

 (６) 家庭及び地域における防災対策 

 (７) 防災対策の課題 

   なお、上記(４)及び(５)については、毎年度町所属職員に対し、十分に周知する。 
   また、各課等は、所管事項に関する防災対策について、それぞれ定められた事項について

職員の教育を行う。 
３ 教職員及び児童生徒に対する教育 

 教育委員会は、学校長に対し、町職員に準じて教職員への教育を行うよう指導するとともに、

学校安全計画に、災害に関する必要な事項（防災組織、分担等）を定め、児童生徒が災害に関

する基礎的、基本的事項を理解し、思考力、判断力を高め、意思決定し、適切な行動ができる

よう安全教育等の徹底を指導する。 
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第３節 防災訓練 

 

 災害時に、県・関係機関及び地域住民等と連携を図りながら、初動体制、応急対策が速やかに

実施できるよう、また、防災知識の普及、高揚を図ることを目的として、ハザードマップ等を十

分に活用し、図上又は現地において計画的、継続的に防災訓練を実施する。 

 

１ 訓練方法 

  町、防災関係機関、防災上重要な施設の管理者等が訓練を行うに当たっては、訓練の目的を

具体的に設定した上で、水害、火災等それぞれの地域（施設）において発生が予想される被害

の想定を明らかにするとともに、訓練参加者、使用する器材及び実施時間等の訓練環境などに

ついて具体的な設定を行い、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込むなど実践的なもの

となるよう工夫する。この際、各機関の救援活動等の連携強化に留意する。 

  また、災害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の実施にも努

める。 

 (１) 応急対策体制の確認、評価等 

   防災訓練を通じて、各関係機関の組織体制の確認、評価等を実施し、危機管理体制の実効

性について検証するとともに、各関係機関相互協力の円滑化を図る。 

 (２) 住民の防災意識の高揚 

   住民一人ひとりが防災訓練に際して、日常及び災害時に「自らが何をすべきか」を考え、

危機(自然災害、事故等)に対して十分な準備を講ずることができるよう実践的な訓練により

防災意識の高揚と知識向上を図る。 

 (３) 要配慮者等の配慮 

   要配慮者に十分配慮し、地域で支援する体制の整備とともに、被災時の男女のニーズの違

い等男女双方の視点に立った配慮が十分行われるよう努める。 

 (４) 感染症対策への配慮 

   新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備

え、感染症対策に配慮した訓練を積極的に実施する。 

２ 総合訓練 

 町は、各部門別応急対策実施機関等と合同して、毎年１回程度災害が予想される季節前等に

おいて、おおむね次の対策を総合して地域住民とが一体となった訓練を実施する。 

訓 練 科 目 訓 練 実 施 機 関 

警 報 等 伝 達 訓 練 

通 信 訓 練 

避 難 訓 練 

関係防災機関等 

非常通信協議会、その他通信機関 

町、警察、消防本部、消防団等  
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救 出 訓 練 

医 療 訓 練 

炊き出しその他救助訓練 

消 防 、 水 防 訓 練 

広 域 応 援 訓 練 

そ の 他 訓 練 

警察、消防本部、消防団、自衛隊 

保健所及び民間医療機関 

奉仕団体、自主防災組織等 

消防本部、消防団等 

応援協定締結機関 

関係機関 

３ 水防訓練 

 町、消防機関及び水防管理団体は、水防に関する計画に基づく水防活動の円滑な遂行を図る

ため、次の方法により訓練を実施するほか、関係団体が合同して行う訓練に参加して実施する。 

(１) 実施の期間 

 洪水が予想される時期前の最も訓練効果のある時期を選んで実施する。 

(２) 実施地域 

 浸水想定区域等洪水のおそれのある地域において実施する。 

(３) 方 法 

 地区水防団ごとに定例訓練を実施するほか、随時幹部の水防工法その他関連する訓練と併

せて講習会等を実施する。 

 また、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定められ

た要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、洪水時や土砂災害時等

の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成し、

遅滞なく、これを町長に報告する。また、作成した計画に基づき、避難誘導等の訓練を実施

するとともに、実施した避難訓練について市長にその結果を報告するものとし、報告を受け

た市長は訓練内容に係る助言・勧告を行うことができる。 

 浸水想定区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有者又

は管理者は、洪水時の浸水防止に関する計画に基づき、浸水防止活動等の訓練の実施に努め

る。 

４ 土砂災害対応訓練 

  町、消防機関は、土砂災害警戒区域を有する区域において訓練を実施し、警戒避難態勢の整

備を図る。 

５ 消防訓練 

 町、消防団及び養老町消防本部は、消防計画に基づく消防活動の円滑な遂行を図るため、消

防に関する訓練を実施するほか、必要に応じ、県本部その他の団体、市町村と合同し、大規模

な機動連合演習を実施する。 

６ 避難等救助訓練 

 町、消防団及び養老町消防本部は、避難救助等の関係機関と連携を保ちつつ、それぞれ関係

の計画に基づき避難その他救助の円滑な遂行を図るため訓練を実施する。 

 なお、学校、社会福祉施設、工場、その他多数の者が出入りし、勤務又は居住する施設にあ

っては、収容者等の人命保護のため、特に避難施設を整備し、訓練を実施する。 

  また、社会福祉施設における訓練は、災害時の避難場所、避難（誘導）方法、その他細部に
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わたる計画を施設管理者が策定し、年２回以上（児童福祉施設においては月１回）の避難訓練

を消防機関等の協力を得て行う。うち、入所型の社会福祉施設においては、夜間又は夜間を想

定した避難訓練を１回以上実施する。 

７ 地域住民の自主防災組織等による訓練 

(１) 各種災害の発生防止、又は軽減を図るため、地域住民の自主防災組織による情報の収集及

び伝達、出火防止、初期消火、避難誘導及び応急訓練等の実施について指導する。 

(２) 本計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関

の協力を得て、洪水時の避難確保に関する計画を策定し、それに基づき、避難誘導等の訓練

を実施する。 

８ 図上訓練 

  「岐阜県地震防災行動計画」に基づき、地域の災害履歴・危険箇所、要配慮者などの情報を

共有する災害図上訓練（ＤＩＧ（※））を次の要領により実施する。 

 (１) 自治会単位 

   比較的狭い範囲で実施することにより、隣近所の要配慮者（高齢者、障がい者など）の把

握を図る。 

 (２) 小中学校区単位 

   広範囲で実施することにより、避難所を取り巻く周辺状況の危険箇所の確認や、普段交流

のない自治会同士の連絡を図る。 

   （※）「ＤＩＧ（ディグ）」：Disaster（災害）Imagination（想像力）Game（ゲーム）の頭文字を取って名

付けられたもので、住んでいる地域の避難所や、防災施設などを地域の人たちが参加して地図上で確

認したり、災害が発生したという想定で、参加者全員でイメージトレーニングをするもの 

９ 訓練の検証 

  町は、職員の安全確保を図りつつ、効率的な救助・救急活動を行うため、防災関係機関との

連携体制の強化を図るとともに、職員の教育訓練を行い、救助・救急機能の強化を図り、訓練

成果を取りまとめ、訓練での課題等を整理し、必要に応じて改善措置を講ずるとともに、次回

の訓練に反映させるよう努める。 
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第４節 自主防災組織の育成・強化 

 

 大規模災害が発生した場合、防災関係機関の活動の遅延・阻害が予想されることから、「みんな

の地域はみんなで守る」という地域の人々のコミュニティ連帯意識に基づく自主的な防災活動が

不可欠である。このため、自主防災組織の重要性についての認識を広め、自主防災組織の設置促

進と育成・強化を推進する。その際、女性の参画の促進に努める。 

 

１ 地域住民の自主防災組織 

(１) 地域住民の自主防災組織づくりの推進 

 町は、災害時における自主防災組織の重要性についての認識を広め、地域住民の自主防災

組織づくりを推進する。（資料１－４「養老町区防災組織設置要綱」参照） 

(２) 地域住民に対する自主防災組織の重要性の啓発と参加を促す環境整備 

 町は、県、防災関係機関等と連携して、自主防災組織の重要性の啓発に努めるとともに、

多様な世代が参加できるような環境を整備するよう努める。 

(３) 消防ＯＢのリーダー的役割による自主防災組織の育成、強化 

 町は、消防職団員ＯＢのうちから地域消防防災活動協力員を任命し、その専門知識を生か

した、地域に密着した指導により、町内会・自治会単位の自主防災組織の設立と活動の充実

を図るとともに、地域において防災リーダーとなる防災士の育成を行う。 

 (４) 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進 

  ア 町内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、当該地区における

防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支

援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。この場合、必要に応じて、当該地区に

おける自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として町防災

会議に提案するなど、町と連携して防災活動を行う。 

  イ 町は、本計画に地区防災計画を位置付けるよう町内の一定の地区内の住民及び当該地区

に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、本計画に地区防災

計画を定める。 

  ウ 町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、地区

防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定め

られた内容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図ら

れるよう努める。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

  エ 町は、機能別団員を含む消防団や地域コミュニティを活用し、避難の「声かけ訓練」を

実施するよう努める。 
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  自主防災組織の組織（例） 

組織の長 （隊長） 副隊長 

救出・救護班（負傷者の救出救護） 

情報班（情報の収集伝達） 

消火班（出火防止と初期消火） 

避難誘導班（住民の避難誘導） 

要配慮者班（高齢者、障がい者等のケア） 

給食給水・物資供給班（避難所等での水、食料、

物資の供給） 

渉外班（行政等との連絡） 

  

自主防災組織の活動（例） 

ア 平常時の活動 

① 防災知識の習得・普及活動…講演会、ミニコミ紙発行 

② 防災カルテ、防災地図の作成…地域の防災設備や災害危険性について、地図にまとめ

て住民に周知徹底 

③ 防災訓練の実施…情報収集伝達、消火、避難、救出救護、給食給水・物資供給 

④ 生活必需品、防災資機材の備蓄…災害直後に必要な生活必需品と初期防災活動に必要

な資機材の備蓄 

⑤ 防災点検の実施…「防災点検10ヵ条」の策定とそれに基づく点検 

⑥ 地域内の他組織との連携…地域内の事業所、団体等との連携を密にし、総合的な自主

防災活動推進 

イ 災害時の活動 

① 情報収集伝達…地域内の被害状況・被災者のニーズを町等へ報告、防災関係機関提供

情報を住民に伝達 

② 初期消火…消火器、バケツ、可搬式小型動力ポンプ等で初期消火 

③ 救出救護…救出用資機材による生埋め者の救出、負傷者の応急手当て、救護所等へ搬

送 

④ 避難誘導…避難指示の伝達、避難所・経路の安全確認、要配慮者の避難補助 

⑤ 炊き出しや救助物資の配分の協力 

 

(５) 自主防災組織の活動拠点の整備 

ア 町は、自治会等に１か所の割合で自主防災組織の活動の拠点となる施設を定め、その整

備に努める。（コミュニティ防災拠点） 

イ 機能 

(ア) 防災知識の習得・普及の場 

(イ) 資機材、生活必需品等の備蓄 

(ウ) コミュニティの災害応急活動の拠点 
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(６) 防災備蓄倉庫の整備 

ア 町は、自主防災組織の活動における補完の観点から消防庁消防防災設備事業の自主防災

組織活性化事業を活用し、防災備蓄倉庫の設置と防災資機材の整備を実施（平成15年９月）

しており、今後、更に充実を図っていく。 

(ア) 衛星携帯電話（３機）導入 

 災害時において電話（携帯電話含む。）が繋がりにくくなるなか、衛星携帯電話は、回

線使用の量が少なく、平時と同様に繋がるメリットがある。 

(イ) 災害時用防災トイレの導入 

 阪神大震災等では、普及している水洗トイレが使用不能となり衛生上大変問題となっ

た。この教訓から災害時には防災トイレが70～80人に１台が必要といわれている。本町

では、平成19年までに30台を導入しており、役場倉庫及び各防災備蓄倉庫において備蓄

している。 

イ 備蓄倉庫の設置場所は、次表のとおりである。 

  なお、倉庫の保管資機材については、資料８－３参照のこと。 

番 号 地 区 設置場所 所在地 

① 高田・本部 養老町役場倉庫 高田832-1 

② 養老 ふれあいセンター養老 石畑1560-7 

③ 広幡 広幡消防庫前 口ヶ島156 

④ 上多度 上多度公民館（自治会館） 小倉258-2 

⑤ 池辺 旧養老消防署南部分署 根古地堤塘無番地 

⑥ 笠郷 笠郷小学校 船附1150 

⑦ 小畑 養北小学校 飯田790 

⑧ 多芸西部 福祉センター 三神町345 

⑨ 多芸東部 多芸公民館（自治会館） 直江396 

⑩ 日吉 日吉公民館（自治会館） 中56 

⑪ 室原 室原ふれあい広場 室原574 

 (７) 研修の実施 

ア 自主防災組織のリーダー研修 

 町、県、その他の防災関係機関等は連携して、自主防災組織のリーダーを中心とした研

修を実施し、防災上の知識・技能の向上を図ることにより、自主防災組織の活動を充実す

る。 

イ 各種団体における防災研修 

 町及び県は連携して、地域に根ざした各種の団体（老人クラブ、女性団体等）に対して、

その構成員が自主防災組織のリーダーとして活動できるよう、防災に関する研修活動等に

努めるよう指導する。 

(８) 消防団、交番等との連携強化 
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 町、県及び県警察は連携して、自主防災組織と地域の防災情報拠点である消防団及び交番・

駐在所との連携強化に努め、迅速・的確な自主防災活動を推進するとともに、地域コミュニ

ティの防災体制の充実を図る。 

 町は、地域住民の自主防災組織と女性防火クラブ、少年消防クラブ等他の自主的な防災組

織との連携強化を図る。 

 (９) 自主防災組織用資機材整備の補助 

   町は、防災意識の高揚と自主防災組織の強化に寄与し、自分たちの地域は自分たちで守る

｢共助｣の精神を根付かせることを目的とするため、自主防災組織の行う資機材整備に対して

経費の２分の１を補助する。ただし、限度額を20万円とする。（資料１－５｢養老町自主防災

組織防災用資機材整備費補助金交付要綱｣参照） 

２ 事業所の自衛消防組織等 

 事業所は、家庭に比べて使用する火気使用設備・器具にしても、貯蔵又は取扱う危険物にし

ても質、量ともに大きく、被害拡大の危険性が高い。 

 また、不特定多数の者を収容する宿泊施設、文化施設、大型店等にあっては、災害時のパニ

ック等による被害も予想される。 

 このため町は、事業所に対し次の事項について、それぞれの事業所の実情に応じて指導する。 

(１) 町及び防災関係機関の実施する防災事業に協力するとともに、その社会的責任を自覚し、

地域社会の一構成員として、地域の自主防災組織と相互に協力、連携できる体制の整備に努

める。 

(２) 自ら防災施設や消防設備を整備するとともに、自衛消防組織等を充実、強化し、その活動

能力を高めることにより、被害の軽減、防止に努める。 
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第５節 ボランティア活動の環境整備 

 

 災害時におけるボランティア活動の必要性、重要性から、町は、ボランティア活動が円滑に行

われるようその活動環境の整備を図る必要がある。そのため、日本赤十字社岐阜県支部、養老町

社会福祉協議会やボランティア団体との連携を図り、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時

におけるボランティア活動の調整を行う体制、ボランティア活動の拠点の確保に努める。 

 

１ ボランティア意識の啓発とボランティア活動に参加しやすい環境づくり 

 町は、ボランティアの自主性を尊重しつつ、養老町社会福祉協議会（以下「町社協」という。）、

日本赤十字社岐阜県支部並びにＮＰＯ・ボランティア等との連携を図るとともに、中間支援組

織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含め

た連携体制の構築を図り、住民のボランティア意識の啓発及びボランティア活動に参加しやす

い環境づくりを行う。 

  町は、行政、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等が連携し、平常時の登録、研修や訓

練の制度、災害時における災害ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、災害ボランティ

ア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について整備を推

進するとともに、そのための意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じ

て推進する。 

２ ボランティアの組織化推進 

 町は、関係団体による連絡協議会等の設置を促進し、ボランティアの自主性を尊重した組織

化を推進する。 

３ 災害ボランティアの登録 

 町は、町社協が行う、迅速・円滑な災害ボランティア活動を可能にするための受け入れ体制

づくりについて、指導・支援する。また、ボランティアの登録状況について、把握しておく。 

(１) 対象者 

ア 18歳以上で災害ボランティア活動が可能なもの 

イ 15歳以上18歳未満で次の条件を満たすもの 

(ア) グループの活動であること。 

(イ) グループに20歳以上の指導者がいること。 

(ウ) 原則として県内の活動に限ること。 

(２) 登録後の活動要請 

 次の場合に、町社協からボランティア活動を要請する。 

ア 災害が発生し、関係機関から派遣の要請があった場合 

イ 災害が発生し、災害ボランティア活動が必要と認められる場合 
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４ ボランティア活動の推進 

(１) ボランティアセンターの設置 

 町社協は、ボランティアセンターを設置し、広報啓発、福祉教育、要請・研修、受け入れ

側との連絡調整等を行い、ボランティア活動の推進を図る。 

 なお、町は、ボランティアセンターの設置・運営について指導・支援をするとともに、ボ

ランティアセンターの運営に積極的に参画する。 

(２) ボランティアコーディネーターの設置 

   町社協は、災害時のボランティア活動が円滑かつ効果的に行われるようボランティアコー

ディネーターの設置、育成に努める。なお、町はボランティアコーディネーターの設置・育

成について指導・支援する。 

５ ボランティア活動拠点の整備 

 町は、災害救援ボランティア活動の拠点となる施設の確保と必要な情報機器、設備等の整備

を図る。 

６ 廃棄物等に係る連絡体制の構築 

  町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれき、

土砂の撤去等に係る連絡体制を構築する。また、町は、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等へ

の災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、災害ボランティア活動の

環境整備に努める。 
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第６節 広域応援体制の整備 

 

 大規模災害時にあっては、一地域の防災機関だけでは対応できない事態が想定されることから、

他地域からの応援が必要である。被災地においては、混乱により応援についての十分な事務処理

ができない場合があるので、事前にこれを想定し、きめ細かい取り決めをした広域応援体制を多

重的に整備する。 

 

１ 広域相互応援 

(１) 大規模災害時における他地方公共団体との受援、応援の相互応援に関して検討する。な 

 お、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては、実効性の確保に留意する。 

(２) 岐阜県が中部９県１市と相互応援協定を締結していることから、協定県内の市町村の応援

を県に要請する。 

２ 県内相互応援 

(１) 広域消防相互応援体制 

 町は、消防組織法第39条の規定に基づき消防に関し、相互に応援するため「岐阜県広域消

防相互応援協定書」（資料２－３参照）を締結している。 

(２) 県広域防災相互応援体制 

 町は、災害対策基本法第67条の規定に基づき、災害時の応急措置に関し、他の市町村の応

援を要求できるが、要求に基づかない自主的な相互応援をするため、県内全市町村による「岐

阜県及び市町村災害時相互応援協定書」（資料２－１参照）を締結している。 

３ その他の応援体制 

(１) 広域航空消防応援 

 町は、消防組織法第44条の規定に基づき、他の都道府県の市町村にヘリコプターを用いた

消防に関する応援を要請できる。 

(２) 広域緊急援助隊 

 県公安委員会は、警察法第60条第１項の規定に基づき、警察庁又は他の都道府県警察に対

して援助を要求する。 

(３) 緊急消防援助隊 

 町は、消防組織法第44条第１項の規定に基づき、救助活動、消火活動を実施する部隊の応

援を知事を通して消防庁長官に対して要請する。 

   緊急消防援助隊の応援を受ける場合の必要な事項は、「岐阜県緊急消防援助隊受援計画」に

よる。 

(４) 広域応援部隊活動拠点 

 町は県において策定された「岐阜県災害時広域受援計画」にて指定された活動拠点候補地

（資料２－14参照）より活動拠点を指定し、応援部隊の受け入れを行うとともに、資機材を
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確保し、応援部隊と連携し各種活動を行う。 

 

広域航空消防応援の要請ルート 

（ヘリを保有する都道府県及び市町村の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応援要請③ 

応援決定通知⑫ 

応援

要
請
④ 

応援

決
定
通
知
⑪ 

応援

要
請
⑤ 

応援

決
定
通
知
⑩ 

要請の 
指示② 

応援要請する 
旨の連絡③ 

岐阜県知事 

消防庁長官 

応援側市町村長 

応援決定の 
指示⑧ 

応援可能 
な旨の 
報告⑦  ⑥応援要請  

 
 
応援要請⑥ 

 
応援決定通知⑨ 

応援側消防長 

要請 
したい 
旨の報告① 

応援決定通知⑫ 

養老町長 

養老町消防長 

応援側都道府県知事 



□2 〈１.予防〉第７節 防災通信設備等の整備 

〔養老防11〕 84 

第７節 防災通信設備等の整備 

 

 大規模な災害に備え、町は、情報収集・伝達手段として無線、有線及びその他通信設備等を利

用した防災通信網の確保・整備充実を図り、災害発生時の応急対策を迅速に推進するため万全を

期する。 

 このため、町は、県及び防災関係機関と連携し、平常時から訓練等を通じて通信機器の操作の

習熟に努めておく。 

 

１ 防災通信網の整備 

(１) 養老町防災行政無線 

 住民に対する災害広報を即時にかつ一斉に実施するための同報無線通信施設、災害現地、

集落等との通信を確保するための移動無線通信施設及び市町村と防災関係機関との間の通信

を確保するための地域防災無線通信施設の整備拡充に努める。（資料３－４、３－５参照） 

(２) 警察、消防その他の防災関係機関の防災用無線 

 警察、消防その他の防災関係機関は、それぞれ通信の確保を図るため、防災用無線の整備

拡充を図る。 

(３) 防災相互通信用無線等 

 町及び防災関係機関は、災害現地において、相互の連絡を密にし、災害応急対策を迅速か

つ的確に推進するため、防災相互通信用無線局の整備に努める。 

 また、消防本部は、消防機関相互間の連絡を密にするため消防無線の共通波を備えた無線

局を整備するよう努める。 

(４) 非常時の通信体制の整備 

 町及び防災関係機関は、災害時等に、加入電話又は自己の所有する無線通信施設等が使用

できない場合又は利用することが困難となった場合に対処するため、東海地方非常通信協議

会の活動を通して、非常通信体制の総点検、非常通信の円滑な運用に努める。 

   ※非常通信（電波法第52条） 

    地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、有線通信を利用することができないか又はこれを利用することが著しく困難であるときに人

命の救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持のために行われる無線通信をいう。 

(５) その他通信網 

 町は、通信の途絶を回避するため、通信手段の確保に努める。 

ア 移動体通信（携帯電話・自動車電話） 

 移動体通信のサービス未提供地域の解消に向け、関係機関と連携を図り整備促進に努め
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るとともに、町が貸与した携帯電話を活用する。 

イ アマチュア無線 

 (一社)日本アマチュア無線連盟岐阜県支部と県との災害時応援協定を検討するなど、ア

マチュア無線の活用体制を整備する。 

ウ インターネット等 

 町は、住民等へ被災情報、避難所情報、安否情報、支援情報等を提供するため、インタ

ーネット等（情報システム）を活用した防災アプリやあんしん防災ネットを整備している。 

エ タクシー無線 

 東海自動車無線協会等の協力を得て、タクシー無線による情報の収集を図る。 

オ その他通信システムを作動させるための人的・物的備え 

 町及び防災関係機関は、緊急発電設備等を多重的に整備するとともに、要員の緊急体制

を多重的に整える。 

 (６) 災害現場からの情報収集 

   町は、あらかじめ、災害現場へ情報収集に当たる職員を指定するとともに、自主防災組織

等の情報担当者との連絡体制を確立し、また、小型無人機（ドローン）等の機材を整備する

など、災害現場情報等の収集に努める。 

２ 情報の収集・伝達体制の整備 

 (１) 災害現場からの情報収集体制 

   町は、災害現場に赴き情報収集に当たる職員をあらかじめ、指定するとともに、自主防災

組織等の情報担当者との連絡体制を確立し、災害現場情報等の収集体制を整備する。 

 (２) 情報収集・連絡システム 

  ア 町は、画像監視カメラ、防災情報モバイルネットワーク、県被害情報集約システム、全

国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）等、情報収集や連絡のシステムの整備に努めると

ともに、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メール機

能を含む。）、ソーシャルメディア、ワンセグ放送、ＣＡＴＶ、Ｌアラート（災害情報共有

システム）等の活用による警報等の伝達手段の多重化、多様化に努める。 

  イ 町は、Ｌアラート（災害情報共有システム）で発信する災害関連情報等の多様化に努め

るとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化に努める。 

３ 要配慮者利用施設への伝達 

  要配慮者利用施設においては、避難等に時間を要すると考えられるため、養老町防災行政無

線戸別受信機を設置し、迅速な情報伝達に努める。 

  なお、設置済みの要配慮者利用施設は下記のとおりである。 

No 施設名称 所在地 電話番号 浸水想定 土砂災害 
      

1 養老こども園 高田231-1 32-0913 ○  

2 広幡こども園 口ヶ島191-1 32-1621 ○  

3 船附こども園 船附1149-4 35-2129 ○  

4 養北こども園 飯田219 34-1474 ○  
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5 日吉こども園 宇田66 34-1010   

6 ようろう保育園 養老公園1276-1 34-2558  ○ 

7 めぐみ保育園 小倉930-8 32-0393  ○ 

8 池辺こども園 瑞穂130-3 37-2106 ○  

9 下笠保育園 下笠1171-1 35-2128 ○  

10 養老小学校 石畑660 32-0084   

11 広幡小学校 口ヶ島196-2 32-1620 ○  

12 上多度小学校 小倉415 32-1604  ○ 

13 池辺小学校 大巻1140 37-2138 ○  

14 笠郷小学校 船附1150 35-2108 ○  

15 養北小学校 飯田265 32-0598 ○  

16 日吉小学校 中138 32-0413   

17 高田中学校 高田3879-4 32-0172 ○  

18 東部中学校 下笠2769 35-2107 ○  

19 老人福祉センター 高田79-2 34-0066 ○  

20 そよかぜ高田教室 高田798-2 34-0900 ○  

21 そよかぜ飯田教室 飯田225-1 32-9001 ○  

22 特別養護老人ホーム白鶴荘 柏尾463-1 32-1211   

23 養老の郷 押越700-1 33-0510 ○  

24 ハートサービス・養老ショートステイ 高田1176 33-0810 ○  

25 れんげの家 高田789-1 32-1588 ○  

26 第２れんげの家 高田789-1 34-3755 ○  

27 特別養護老人ホーム八幡の杜 押越466-1 84-4100 ○  

28 特別養護老人ホーム養老長屋 押越544-1 33-1170 ○  

29 山口デイサービスセンター 押越692-1 32-2800 ○  

30 デイサービスセンター養老「福寿苑」 石畑1247-2 34-3011 ○  

31 ショートにしみの 石畑1355-2 33-1521   

32 デイサービスかがやき 石畑409 34-3936 ○  

33 グループホームおあしす養老 京ケ脇1609-10 34-1199  ○ 

34 デイケアかがやき 大跡534 34-3967 ○  

35 デイサービス空 鷲巣821-6 76-5378 ○ ○ 

36 グループホームうれし家 鷲巣1125-17 33-1165   

37 デイサービス小倉屋 小倉414-1 84-8865  ○ 

38 こすもすケアセンター 有尾39 33-2137 ○  

39 デイサービスこすもす花畑 有尾37 33-2137 ○  

40 グループホームこすもすの森 有尾88 34-2911 ○  

41 はぐみ ふなやす支所 瑞穂808 84-7077 ○  

42 在宅リハビリセンター天音の里 船附1344 35-3332 ○  

43 在宅リハビリセンター天の星 船附1344 35-3331 ○  

44 ケアサポート柚子養老 船附1421 36-0035 ○  
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45 たかのデイサービスセンター 大坪239-1 33-2207 ○  

46 ハウス希望 金屋事業所 金屋79-2 32-0088 ○  

47 かなやデイサービスセンター 金屋99-1 71-6581 ○  

48 グループホームくるみ 色目1018 34-3808 ○  

49 ハウス希望 島田グループホーム 高田7321 32-0088 ○  

50 西美濃厚生病院 押越986 32-1611   

51 養老整形外科クリニック 大跡986 34-3946 ○  

  上記の施設への洪水予報等の伝達は、養老町防災行政無線戸別受信機のほか、電話、広報車、

伝令、テレビ、ラジオ等２以上の方法を併用する等その万全を期する。 

 

 

87(88) 
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第８節 火災予防対策・林野火災予防対策 

 

 火災の発生を防止し、火災による被害の軽減を図るための平常時における火災予防に関する対

策及び林野における煙草、たき火等火の不始末による火災を予防するための対策は、別に定める

「養老町消防計画」の定めるところによるほか、次のとおりとする。 

 

１ 火災予防の指導強化 

 (１) 住民に対する指導 

   町は、地域住民の自主防災組織、女性防火クラブ、少年消防クラブ等火災予防に関する各

種団体の育成を図るとともに、住民に対し、火災防止思想の普及を図るため次の指導を行う。 

  ア 火気使用器具の使用方法、転倒・落下防止、周囲の整理整頓を指導する。 

  イ 初期消火の重要性の啓発、各家庭、事業所等での消火器・消火用水の基準とその使用方

法を指導する。 

  ウ 火災予防条例の周知・徹底に努める。 

 (２) 防火対象物の管理者に対する指導 

   町は、防火対象物の関係者に対し、次の指導等を行う。 

  ア 防火対象物及び消防設備の耐震性の確保を指導する。 

  イ 消防法に規定する防火対象物について防火管理者を選任させ、災害対策を含めた消防計

画の作成を指導する。 

    消防法に規定のない事業所についても、消防計画に準じた計画作成を指導する。 

  ウ 火気使用器具の使用方法、転倒・落下防止、周囲の整理整頓を指導する。 

  エ 消防用設備の設置、整備点検とその使用方法を指導する。 

  オ 消防対象物の予防査察を計画的に実施し、消防対象物の状況を把握するとともに火災発

生危険の排除に努め、火災予防対策の万全な指導を行う。 

  カ 消防対象物の状況を把握し、地震時に火災発生のおそれのある物件等の発見に努め、関

係者に対し万全を期するよう指導する。 

  キ 建築基準法の規定による消防同意制度を効果的に運用し、建築あるいは増築の段階での

火災予防の徹底を図る。 

 (３) 初期消火体制の確立 

   町は、各家庭等で消火しきれない火災について、自主防災組織等で初期消火活動を行える

よう、次のとおり整備し指導する。 

  ア 街頭消火器を設置するとともに、その使用方法を指導する。 

  イ 自主防災組織用の可搬式動力ポンプ、水槽等を整備するとともに、その使用方法及び組

織的消火活動を指導する。 
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２ 消防力の整備強化 

 (１) 消防力の強化 

   町は、消防力の整備指針に適合するよう消防組織の充実強化及び消防施設の整備増強を図

ることはもとより、地震が発生した場合の道路交通の阻害、同時多発災害の発生等に対応で

きる消防力の整備に努める（資料５－１～５－３）。 

  ア 養老町消防施設整備計画に基づき、消防施設の整備拡充と消防職員、消防団員の確保に

努めるとともに、防災拠点となる消防庁舎の耐震化に努める。 

  イ 必要に応じ次の資機材等の整備に努める。 

   (ア) 消防団、自主防災組織等への小型動力ポンプ、救助用資機材（鋸、バール等）等の整

備 

   (イ) 生埋め者の発見救出等のための資機材（油圧救助機具、画像探索機等）の整備 

   (ウ) 輻輳する情報を迅速に収集、伝達できる通信体制の整備。 

  ウ 救出活動を阻害する瓦礫、土砂、コンクリート等の除去のため、大型建設機械の要請に

ついて、関係団体との協力体制を確保しておく。 

  エ 同時多発災害時には町の消防力だけでは対応できないので、住民による自主防災組織等

の育成強化に努める。 

   (ア) 自主防災組織の設置及び防災資機材の配備 

   (イ) 消防職員、消防団ＯＢを活用した「地域防災活動協力員」等指導者の育成 

   (ウ) 自主防災意識の普及及び初期消火、応急救護、防災資機材の取扱訓練の実施 

 (２) 消防水利等の確保 

   町は、消防水利の基準に適合するよう消防水利の適正配置と同時多発火災、消火栓使用不

能事態等に備え水利の多様化を図る。 

  ア 防火水槽及び耐震性貯水槽の整備を図る。 

  イ 緊急水利として利用できる河川、池、プール等を把握しておき、水利の多様化を図る。 

  ウ 長時間放水時の水を確保するため、必要に応じ水を輸送できる民間車両（例えば散水車、

ミキサー車等）の利用について関係団体と協議しておく。 
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第９節 水害予防対策 

 

 水害の発生予防及び被害の拡大を防止するため、町は、関係機関と協力して、水防要員の確保

と水防資機材の備蓄に努めるほか、未改修河川の整備促進を図る。 

 

１ 水害予防対策 

(１) 河川改修事業 

 牧田川をはじめとする河川改修及び堤防の強化を進める。 

(２) 集中豪雨対策 

 短期間での多量の降雨に対処するために、町内の幹線排水路の雨水渠整備を進める。 

(３) 水防資機材の点検整備 

 水防資機材の点検を定期的に行うとともに、異常降雨に伴って河川の水位が上昇している

ときは、河川の監視の結果や出水状況に応じて、水防作業のしやすい位置に資機材の配備を

行う。 

２ 指定緊急避難場所の指定 

  町は、指定緊急避難場所について、被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安

全区域外に立地するが災害に対して安全な構造を有し、想定される洪水等の水位以上の高さに

避難者の受入れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害時に迅速に避難場

所の開設を行うことが可能な管理体制やバリアフリー機能等を有するものを指定する。 

３ 水害リスクの開示 

  町は、住民が自らの地域の水害リスクに向き合い、被害を軽減する取組を行う契機となるよ

う、分かりやすい水害リスクの開示に努める。 

  また、町は、県管理河川において、県が行う水害の危険性が高い地区の情報（水害危険情報

図等）や避難判断の参考となる水位情報を活用し、水害の発生に備えたタイムライン及び想定

される最大規模の降雨を対象としたハザードマップを策定する。 

  なお、タイムライン策定に当たっては、避難所開設における感染症対策に要する時間を考慮

する。 

４ 防災知識の普及 

 (１) 町及び防災関係機関等は、防災週間や防災関連行事等を通じ、住民に対し、水害時のシミ

ュレーション結果等を示しながら、「早期の立退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立

退き避難を求めるとともに、浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄すること、

ライフライン途絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につ

いて、普及啓発を図る。 

 (２) 町は、地域の防災力を高めていくため、気候変動の影響も踏まえつつ、一般住民向けの専
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門的・体系的な防災教育訓練の提供、学校における防災教育の充実、防災に関する教材の充

実を図る。特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災

教育の実施に努める。 

 (３) 町は、各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実

施されるよう、気象防災アドバイザー等の水害･土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活

用を図る。 

 (４) 町は、防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を、５段階の警戒レベルにより提供

すること等を通して、受け手側が情報の意味やとるべき行動を直感的に理解できるような取

組を推進する。 

 (５) 町は、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジ

ャー）の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図る。 

 (６) 町は、国、関係公共機関等の協力を得つつ、地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとる

べき行動について普及啓発するとともに、風水害の発生危険箇所等について調査するなど防

災アセスメントを行い、地域住民の適切な避難や防災活動に資するよう次の施策を講じる。 

  ア 浸水想定区域、避難場所、避難路等水害に関する総合的な資料として、図面表示等を含

む形で取りまとめたハザードマップ、防災マップ、風水害発生時の行動マニュアル等の作

成を行い、住民等に配布する。その際、河川近傍や浸水深の大きい区域、家屋の倒壊等が

想定される区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示するとともに、

避難時に活用する道路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努め

る。 

  イ 中小河川や雨水出水による浸水に対応したハザードマップ作成についても、関係機関と

連携しつつ作成・検討を行う。 

  ウ ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクを正しく理解

し、住宅の条件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に

努めるとともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として

自宅の安全な場所や親戚・知人宅等も選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場

所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解促進に努める。 

５ 水防計画 

このほか水害予防のため必要な計画は、別途定める「養老町水防計画」による。 
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第10節 湛水防排除対策 

 

 本町は、県南西部に位置し一級河川牧田川・揖斐川の合流点であり、かつ海抜０メートルと低

く北西から南東に向かい緩傾斜をなしているため、暴風雨、集中豪雨等によって河川等の堤防が

決壊したり溢水して住宅等が湛水する場合がある。このような場合、積極的に排水を行わないと

長期間湛水状態が継続し、住民生活に重大な支障を及ぼすおそれがあるため、湛水の排除事業の

促進をしなければならない。 

 町内の湛水予想される地域は、山麓地帯を含む北西部を除き、笠郷、池辺、上多度（三郷地域）、

広幡等広範囲と考えられる。 

 町は、平成31年３月にハザードマップを作成し町内全戸に配布して、住民への水害時の避難の

判断材料として役立てられるよう啓発に努めている。 

 

１ 湛水排除体制 

 水門、樋門、樋管、その他の河川に設置されている工作物については、次の諸事項に留意し

て、点検及び整備を行い、危険と思われる箇所については速やかに補強工事その他の適切な措

置を講ずる。 

(１) 樋門、樋管等について 

ア ゲートの開閉状況 

イ 取付護岸（根固めを含む）の維持状況 

ウ 下流側の河床洗掘の状況 

エ 管理体制の状況 

 出水時及び平常時における操作人数の配置計画、操作要領等の確認並びに降雨等の気象

関係等の通報連絡状況 

(２) 排水機場等について 

ア ポンプの作動状況 

イ 給水槽、吐出水槽、除塵機等の維持状況 

ウ 下流側の河床洗掘の状況 

エ 管理体制の状況 

 出水時及び平常時における操作人数の配置計画、操作要領等の確認並びに降雨等の気象

関係等の通報連絡状況 

２ 計 画 

 湛水の原因は、河川改修等の進歩に伴う洪水流量及び洪水継続時間の増大、到達時間の短縮

並びに河床の上昇等が考えられるが、これらの地理的条件の変化に対応するため、排水機場の

新設あるいは、増設の必要に追われており、その対策事業として排水機場の整備拡充を図り、

また、金草川排水機場のポンプ増設促進を推進している。 
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第11節 観光施設等予防対策 

 

 町内には、宿泊休養施設や運動施設等（以下「観光施設」という。）が存在しており、その利用

者の安全を図るため、災害時に備えた体制の整備に努める。 

 

１ 観光施設に対する指導 

  町は、利用者の安全を図るため、観光施設の経営者・管理者に対して、次の対策を講ずるよ

う指導する。 

 (１) 防災体制の整備 

  ア 観光施設の管理者は、法令に基づき消防計画及び防災計画を策定し、訓練等を実施して、

観光客等の安全確保に努める。 

  イ 施設ごとに防災責任者を定め、平常時から危険箇所の点検を行うとともに、救助その他

の組織を整備しておく。また、可能な限り滞留旅客の把握及びその情報の保全に努め、災

害時に備える。 

 (２) 気象予警報等の把握と避難体制 

   テレビ、ラジオ等の放送で災害に関する気象状況の把握に努め、観光施設の利用者に周知

徹底を図るとともに、町と緊密な連携の下に、緊急時における避難誘導方法等を定める。ま

た、「避難の心得」、「避難順路」等を標示して、利用者の早期避難に資する。 

２ 観光客・旅行者等の安全確保 

 観光施設の経営者又は管理者は、地理的に不案内な観光客、旅行者等が災害に遭遇した場合

を想定して、次の点に留意して安全確保対策を推進する。 

(１) 標識の設置 

 避難所・避難経路等の標識を容易に判断できるよう整備する。 

(２) 避難誘導 

 旅館等の宿泊施設における情報提供体制、避難誘導体制の確立を図る。 

(３) 防災備蓄 

 各施設において、食料・水・医薬品等の防災備蓄整備を行う。 

３ 観光施設との連絡体制等の整備 

 (１) 町は、町内の観光協会等を通じて、観光施設との連絡体制を整備するとともに、災害時に

町長が発令する避難指示等が適切に伝達されるよう、あらかじめその調整を図る。 

 (２) 町が気象予警報等の情報を覚知した場合は、町内の観光協会等を通じて、観光施設に伝達

できるよう、情報伝達体制の整備に努める。 
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第12節 避難対策 

 

 災害が発生し、又は発生するおそれのある区域の住民等は、速やかに危険な場所から避難する

ことが何よりも大切であり、安全、迅速な避難のための方策を講ずる必要がある。また、建物の

倒壊、火災等により住居が奪われるなど、長期にわたり避難生活を余儀なくされる事態が予測さ

れ、質的にも量的にも整備された避難所を確保しておく必要がある。 

 また、避難路の安全を確保し、避難誘導体制を整備するとともに、避難所における良好な生活

環境の確保に努める。 

 

１ 避難計画の策定 

 (１) 町は、避難情報の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所、避難経路等の災害時の避難

誘導に係る計画をあらかじめ作成する。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫等、複合

的な災害が発生することを考慮するよう努める。特に、高齢者等避難の発令により、高齢者

や障がい者等、避難行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難や、風水害による被

害のおそれが高い区域の居住者等の自主的な避難を促進するなど、計画に沿った避難支援を

行う。 

 (２) 防災訓練の実施や各種災害におけるハザードマップ、防災マップの作成・配布等により、

その内容の住民等に対する周知徹底を図るための措置を講ずる。なお、防災マップの作成に

当たっては住民も参加する等の工夫をするとともに、住民が防災訓練等において直接活用で

きるように配慮することにより、災害からの避難に対する住民等の理解の促進を図るよう努

める。 

 (３) 町は、住民等が、自ら避難情報や警戒レベル相当情報などから判断し、適切に避難行動が

とれるよう、避難のタイミングや避難場所、確認すべき防災情報などを記載した「災害・避

難カード」などの作成の促進に努める。「災害・避難カード」は紙媒体のほか、デジタル版も

活用し、その普及に努める。 

 (４) 浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内にあり、本計画にその名称及び所在地を定められ

た主として防災上の配慮を要する者が利用する社会福祉施設、学校、医療施設等の所有者又

は管理者は、施設利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するため、防災体制に関する事項、避

難誘導に関する事項、避難訓練及び防災教育に関する事項等を定めた避難確保計画を作成し、

町長に報告するとともに、当該避難確保計画に基づく避難訓練を実施する。 

２ 行政区域を越えた広域避難の調整 

 (１) 町は、県と連携し、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となるよ

う、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者等及び広域一時滞在

における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施されるよう運送事業者
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等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努め

る。 

 (２) 町は、県と連携し、被災者の所在地等の情報を避難元と避難先の地方公共団体が共有する

仕組みの円滑な運用・強化を図る。 

 (３) 町は、県と連携し、訪日外国人旅行者等避難誘導の際に配慮を要する来訪者への情報伝達

体制の整備に努める。 

３ 避難場所・避難所（資料４－１参照） 

  町は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、新型コロナウイルス感染症を含む感染

症対策等を踏まえ、都市公園、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、災害のおそれのない

場所に、地域の人口、誘致圏域、地形、災害に対する安全性等に配慮し、その管理者の同意を

得た上で、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び避難

者が避難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、

平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、住民への周知徹底を図る。 

  また、災害時における指定避難所の開設状況や混雑状況等の周知について、県総合防災ポー

タル等を活用することに加え、ホームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努め

る。指定避難所が使用不能となった場合に備え、ホテル・旅館、民間団体等が保有する宿泊施

設など民間施設等で受入れ可能な施設を検討し、事前に避難所として使用するための協定を締

結しておくよう努める。 

  農地を避難場所等として活用できるよう、農業者や関係団体との協定締結や当該農地におけ

る防災訓練の実施等に努める。 

  指定避難所の指定や避難所運営マニュアルの策定等に当たっては、車中泊避難者や感染症等

が発生することも想定した対策を検討しておく。 

  なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができるが、指定緊急避難場所と

指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが

不適当である場合があることを日頃から住民等へ周知徹底するよう努める。 

 (１) 指定緊急避難場所の指定 

   指定緊急避難場所については、災害種別に応じて、災害及び二次災害のおそれのない安全

区域内に立地する施設、又は構造上安全な施設等であって、災害時に迅速に避難場所の開放

を行うことが可能な管理体制やバリアフリー機能等を有するものを指定する。 

   また、指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施設の

開放を行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備しておく。 

   なお、指定緊急避難場所は、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得

て、近隣市町村に設ける。 

 (２) 指定避難所の指定 

  ア 指定避難所については、避難者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速や

かに被災者等を受け入れること等が可能な構造及び設備を有する施設であって、想定され

る災害による影響が比較的少なく、救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指
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定する。また、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保を進める。 

  イ 学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮する。

また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、指定避難所となる

施設の利用方法等について、事前に教育委員会や地域住民等と調整を図る。 

  ウ 町が管理する施設以外の施設にあっては、その利用についての協定等をあらかじめ締結

しておく。このため、県立大垣養老高等学校と非常災害時における学校開放に関する覚書

（資料４－４参照）を交わし、非常時に備えている。 

  エ 指定避難所等に老朽化の兆候が認められる場合は、優先順位をつけて計画的に安全確保

対策を進める。 

 (３) 福祉避難所の指定 

  ア 指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者等の要配慮者のた

め、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努める。 

  イ 町は、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配

慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合に

おいて要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮者

を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定する。 

  ウ 町は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがない

よう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入れ対

象者を特定して公示する。 

  エ 町は、前ウの公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の

上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避

難することができるよう努める。 

(４) 避難所の施設設備の整備 

   指定避難所となる公共施設等のバリアフリー化、非常用燃料の確保、非常用電源、衛星携

帯電話等の通信機器、排水経路を含めた災害に強いトイレ等の整備や活用のほか、男女のニ

ーズの違いや性的マイノリティに配慮した整備を図るとともに、空調、洋式トイレなど、要

配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努める。 

   また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平常時から、指定避難所のレ

イアウトや動線等を確認しておくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を含め、防災

担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じるよう努める。また、必要な場

合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・旅館等の活用を含めて、可能な

限り多くの避難所の開設に努める。 

(５) 避難所における生活物資の確保 

 指定した避難所又はその近くで避難生活に必要な物資等の備蓄に努める。 

(６) 避難所運営体制の整備 

   町、施設管理者、自主防災組織等の協議により、指定避難所ごとに次の事項について定め

た避難所運営マニュアルを事前に策定し、訓練等を通じて避難所や資機材に関する必要な知
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識等の普及に努めるとともに改善を図る。この際、住民等への普及に当たっては、地域の防

災リーダーをはじめ住民等が主体的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。

特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努

める。 

   避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症への対応をまとめたマニュアルを

別途作成し、適宜更新するよう努める。 

   また、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に指定

避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努める。 

   町及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、

専門家等との定期的な情報交換に努める。 

  ア 避難所開放・管理責任者 

  イ 避難者の自治組織（代表者、意思決定手続等）に係る事項 

  ウ 避難所生活の基本ルール 

   (ア) 居住区画の設定・配分 

   (イ) 共同生活上のルール（トイレ・ごみ処理等） 

   (ウ) プライバシーの保護等 

  エ 避難状況の確認方法 

  オ 避難者に対する情報伝達、避難者からの要望等の集約 

  カ その他避難所生活に必要な事項 

  キ 平常体制復帰のための対策 

 (７) 避難所開設状況の伝達 

   避難所が開設されていることを住民に伝達する手法について、あらかじめ定めておく。 

４ 広域避難場所の指定等の検討 

 町は、火災が延焼拡大した場合の避難場所として、避難所の中からあらかじめ広域避難場所

を検討して定め、住民への周知に努める。 

(１) 広域避難場所の整備 

 広域避難場所における避難者の安全を図るため、次のとおり施設整備を図る。 

ア 周囲に防火帯となる樹木の植栽を推進する。 

イ 消防用水、飲料水等の水利の確保を図るため、池、プール、貯水槽等の整備を図る。 

ウ 負傷者等の応急救護が円滑に行えるよう救護所となり得る建築物の確保を図る。 

(２) 広域避難場所標識の設置等 

 町は、広域避難場所及び周辺道路に案内標識、誘導標識を設置し、平素から関係地域住民

に周知を図り、速やかに避難できるようにしておく。 

(３) 広域避難場所の選定基準 

ア 面積は、おおむね10ha以上の空地等であること。 

イ 輻射熱を考慮し、周囲の木造密集度に応じて木造地域から適当な間隔があること。 

ウ 広域避難場所内の木造建築物の割合は総面積の２％未満であり、かつ散在していること。 
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エ 大規模ながけ崩れや浸水等の危険がないこと。 

オ 大火輻射熱を考慮し、純木造密集市街地から300ｍ以上、建ぺい率５％程度の疎開地では

200ｍ以上、耐火建築物からは50ｍ以上離れていること。 

５ 避難路及び避難先の指定 

 町は、避難路及び避難先をあらかじめ指定し、日ごろから住民へ周知徹底するとともに、必

要に応じて避難場所の開錠・開放を自主防災組織で担う等、円滑な避難のため、自主防災組織

等の地域のコミュニティを生かした避難活動を促進する。 

  なお、避難路は通学路を兼ねるため、日ごろから通学路における危険箇所を把握し、安全を

確保するための整備に努める。 

６ 高齢者等避難、避難指示等の基準の策定 

 (１) 町は、高齢者等避難、避難指示等について、国、県、水防管理者等の協力を得つつ、豪雨、

洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準、

伝達方法を明確にし、国の「避難情報に関するガイドライン」に沿ったマニュアル等を整備

し、住民への周知徹底に努める。 

 (２) 町は、マニュアル等に基づき、避難指示のほか、避難行動要支援者等、特に避難行動に時

間を要する者に対して、その避難行動支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始

することを求めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合

わせ始めることや、自主的な避難を呼びかける高齢者等避難を伝達する。 

 (３) 気象警報、避難情報を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結びつけるよ

う、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておくとともに、町長不在時における避難情

報の発令について、その判断に遅れを生じることがないよう、代理規定等を整備する。 

   町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川及び水位周知河川につい

ては、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難情報

の発令基準を設定する。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や施設等の利用

者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、水位情報、洪水警報の危険度分布等によ

り具体的な避難情報の発令基準を策定する。 

 (４) 躊躇なく、避難情報を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を絞り

込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど全庁を挙げた体制の構築に努

める。 

 (５) 県は、実効性のある避難のあり方を検討し、町に対し、避難情報の基準の策定を支援する

など、町の防災体制確保に向けた支援を行う。 

７ 避難情報の助言に係る連絡体制 

  町は、避難情報の解除を行う際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡

調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な

準備を整えておく。 

８ 浸水想定区域における避難確保のための措置 

 (１) 町は、洪水浸水想定区域が指定されていない中小河川について、河川管理者から必要な情
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報提供、助言等を受けつつ、過去の浸水実績等を把握したときは、これを水害リスク情報と

して住民、滞在者、その他の者へ周知する。 

 (２) 町は、町域の浸水想定区域について、当該浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達方法、避

難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項について定める。 

 (３) 町は、浸水想定区域内において、要配慮者利用施設（主として高齢者、障がい者、乳幼児

等の要配慮者が利用する施設をいう。以下同じ。）で洪水時に利用者の円滑かつ迅速な避難の

確保が必要なもの又は大規模工場等（大規模な工場その他地域の社会経済活動に重大な影響

が生じる施設として町が条例で定める用途及び規模に該当するもの）の所有者又は管理者か

ら申出があった施設で洪水時に浸水の防止を図る必要があるものについて、これらの施設の

名称及び所在地について定める。 

 (４) 町は、(３)に該当する施設について、当該施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成

員に対する洪水予報等の伝達方法を定める。 

 (５) 町は、洪水予報等の伝達方法、避難場所及び避難経路に関する事項、洪水に係る避難訓練

に関する事項その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに浸水

想定区域内の要配慮者利用施設、大規模工場等の名称及び所在地について住民に周知させる

ため、これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講ずる。 

 (６) 町は、洪水浸水想定区域内にある輪中堤防等盛土構造物が浸水の拡大を抑制する効用があ

ると認めたときには、河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、浸水被害軽減地

区に指定することができる。 

９ 土砂災害等に対する住民の警戒避難体制 

 (１) 町は、土砂災害等に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報等が発表された

場合に直ちに避難情報を発令することを基本とした具体的な避難情報の発令基準を設定す

る。 

 (２) 面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて町をいくつかの地域に分割した上で、土砂災害

の危険度分布等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる地域内の全ての土砂災害警戒

区域等に絞り込んで避難情報を発令できるよう発令対象区域をあらかじめ具体的に設定する

とともに、必要に応じ見直す。 

 (３) 土砂災害については、危険な急傾斜地から離れる方向に速やかに避難する訓練を行うなど、

実践的な避難訓練の実施等による住民の意識啓発に努める。 

10 避難に関する広報 

 (１) 町は、住民が的確な避難行動をとることができるようにするため、避難場所、避難所、災

害危険地域等を明示した防災マップや（土砂災害）ハザードマップ、広報紙、ＰＲ紙等を活

用して、広報活動を実施する。 

   その際、河川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区域」と

して明示することに努める。併せて、デジタル技術等を活用した災害リスクの可視化や災害

の疑似体験等、リアリティ、切迫感のある広報・啓発に努める。 

 (２) 指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること、指定緊急避難場所と指定
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避難所の役割が違うこと、及び避難の際には発生するおそれのある災害に適した指定緊急避

難場所を避難先として選択すべきであることについて、日ごろから住民等への周知徹底に努

める。 

 (３) 町は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本産業規格に基づく災

害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう

努め、町及び県は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努め 

  る。 

 (４) 避難情報が発令された場合の避難行動としては、安全な場所に移動する「立退き避難」が

基本であるものの、洪水等に対しては、ハザードマップ等を確認し、自宅等が家屋倒壊等氾

濫想定区域に存していないこと、浸水しない居室があること、一定期間浸水することにより

生じる可能性がある支障を許容できることなどの条件を満たしていると住民等自身が判断す

る場合は、「屋内安全確保」を行うことができることについて、町は、日頃から住民等への周

知徹底に努める。 

 (５) 住民への周知にあたっては、災害が発生・切迫し、立退き避難を安全にできない可能性が

ある状況に至ってしまった場合、立退き避難から行動を変容し、命の危険から身の安全を可

能な限り確保するため、その時点でいる場所よりも相対的に安全である場所へ直ちに移動等

するよう促す「緊急安全確保」が発令されることがあるが、これは避難し遅れた住民がとる

べき次善の行動であり、必ずしも身の安全を確保できるとは限らないことから、そのような

状況に至る前の警戒レベル３高齢者等避難や警戒レベル４避難指示が発令されたタイミング

で避難すべきことを強調しておく。 

11 帰宅困難者対策 

  公共交通機関が運行を停止した場合、自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が発生するこ

とから、町は、県と連携し、「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本

原則や安否確認手段について平時から積極的に広報するとともに、必要に応じて、滞在場所の

確保等を推進する。 

  また、企業等に対して、従業員等を一定期間事業所等内に留めておくことができるよう、必

要な物資の備蓄等を促したり、大規模な集客施設等の管理者に対して、利用者の誘導体制の整

備を促したりするなど、帰宅困難者対策を行う。 

12 避難所等におけるホームレスの受け入れ 

  町は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わら

ず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あら

かじめ受け入れる方策について定めるよう努める。 

13 避難情報の把握 

  町は、感染症予防等により避難所以外への多様な避難形態が発生することを踏まえ、住民の

安否や必要な支援についての情報を把握・確認する体制の構築に努める。 

14 広域避難 

  町は、災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止するため、平常時から広域避難の実施に
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係る検討、他市町村や事業者等との協定締結、住民への周知に努める。 

  町は、災害が発生するおそれがある場合において、予想される災害の事態に照らし、住民等

の生命又は身体を災害から保護するため、他の市町村の区域に滞在させる必要があるときは、

その住民等の受入について、県内の他の市町村に協議する。なお、他の都道府県の市町村の区

域に滞在させる必要があるときは、県に対し、他の都道府県と協議するよう求める。 

  町は、指定避難所を指定する際に併せて広域避難の用にも供することについても定めるなど、

他の市町村からの住民等を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努め

る。 

15 感染症の自宅療養者等の避難 

  県及び岐阜市の保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に

備えて、平常時から、防災担当部局（県の保健所にあっては、管内の市町村の防災担当部局を

含む。）との連携の下、自宅療養者等に対し、居住地が危険エリアに該当するかを事前にハザー

ドマップ等により確認するよう周知するとともに、避難予定先の把握に努める。また、町の防

災担当部局との連携の下、自宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとと

もに、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努める。 
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第13節 必需物資の確保対策 

 

 大規模な災害が発生した直後の住民の生活を確保するため、食料、飲料水、携帯トイレ、簡易

トイレ、常備薬、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション、炊き出し用具、毛布等避

難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要な物資等及び防災資機

材等の備蓄並びに調達体制の整備を推進するとともに、被災者に物資を確実かつ迅速に届けられ

るよう、輸送体制の整備を図る。 

 また、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な資機材について、地域内の備蓄

量、供給事業者の保有量を把握した上で、不足が懸念される場合には、関係機関や民間事業者と

の連携に努める。なお、燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給につい

て協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努める。 

 

１ 食料及び生活必需品の確保 

 (１) 町は、災害が発生した場合、緊急に必要とする食料及び生活必需品を確保・供給するため、

あらかじめ次の措置を講ずる。 

 ア 緊急食料及び生活必需品の調達・備蓄計画の策定（被災者、特に要配慮者等のニーズに

十分配慮する。） 

 イ 町内における緊急物資流通在庫調査 

 ウ 緊急物資調達に関する機関、業者との調達協定の締結（大量調達が可能であり市中流通

の混乱の少ない製造業者、卸売業者等を中心に、調達に関する協定を締結する。） 

 エ 緊急物資調達に関する相互応援協定の締結 

 オ 公共備蓄すべき物資の備蓄 

 カ 緊急物資の集積場所の選定 

 キ 住民、事業所等に対する緊急物資確保の啓発、指導 

 ク 炊き出し要請先リスト作成（学校給食施設、炊飯業者、外食事業者等の給食施設、自衛

隊施設等）及び必要に応じ炊き出しに関する協定締結 

 (２) 町は、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供にも配慮し、例えば、ライフラ

インが断絶された場合においても水等を使用せずに授乳できる乳幼児用液体ミルクの確保に

努めるとともに、子育て世代の方などが乳児用液体ミルクに関して正しく理解し、適切に使

用できるよう、普及啓発を進めていく。 

 (３) 住民は、次のとおり災害が発生した場合の緊急物資の確保に努める。 

ア ３日間（推奨１週間）程度の最低生活を確保できる緊急物資の備蓄（乳幼児、高齢者等

の家族構成に配慮） 

イ アのうち、非常持出品の準備（食料、防災用品（懐中電灯、携帯ラジオ、救急用品等）） 
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ウ 自主防災組織等を通じての助け合い運動の推進（協同備蓄の推進等） 

 (４) 社会福祉施設、企業、事業所等は、利用者、入居者等の特性に応じた物資の備蓄に心掛け

る。 

２ 飲料水の確保 

 (１) 町は、災害が発生した場合の飲料水を確保するため、あらかじめ次の措置を講ずる。 

  ア 岐阜県水道災害相互応援協定（資料２－５参照）に基づく他の水道事業者からの応援給

水を含む応急給水計画の作成 

  イ 応急給水用資機材等の整備（給水タンク、ろ過装置、給水車） 

  ウ 湧き水、井戸水等の把握 

  エ 応急復旧等に関する協定の締結（養老町水道設備協同組合と災害時における協力に関す

る協定書の締結（資料２－13参照）） 

 オ 復旧資材の備蓄 

 カ 住民、事業所等に対する貯水、応援給水についての指導 

 (２) 住民は、災害が発生した場合に備えて、次のとおり応急飲料水の確保に努める。 

ア 家庭における貯水 

(ア) １人１日３Ｌを基準とし、世帯人数の３日分（推奨１週間）を目標に貯水する。 

(イ) 貯水する水は、水道水等衛生的な水を用いる。 

(ウ) 貯水容器は、衛生的で、安全性が高く、地震動により水もれ及び破損しないものとす

る。 

イ 自主防災組織を中心とする飲料水の確保 

(ア) 給水班の編成 

(イ) 地域の井戸、泉、河川、貯水槽等の水質調査等による飲料水の確保 

ウ 応急給水用資機材の確保 

 ろ水器、ポンプ、水槽、ポリタンク、次亜塩素酸ナトリウム、ポリ袋、燃料等 

３ 防災資機材の整備 

(１) 情報連絡用資機材 

 町は、災害時等における住民への情報連絡のため、車載型拡声装置、ハンドマイク等の整

備に努める。 

(２) 避難、救出、応急救護用資機材 

 町は、避難障害物除去、被災者の救出、傷病者の応急救護のため、チェンソー、エンジン

カッター、可搬式ウインチ、救命ロープ、救急医療セット、担架、テント等の整備に努める。 

(３) 重機類借上げ等に関する協定の締結 

 養老町建友会と重機類及び要員の借上げ等に関する協定（資料２－７、２－８参照）を締

結する。 

(４) 化学消火薬剤等（化学消火薬剤、空中消火薬剤等）の備蓄 

(５) その他の災害応急対策用資機材 

 防災関係機関は、その実情に応じて必要とするその他の災害応急対策用資機材の整備増強
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に努める。 

４ 地域における防災資機材の整備 

 自主防災組織単位に防災資機材倉庫等を設置し、自主防災活動の充実に努める。 

５ 緊急輸送体制の整備 

  町は、必要に応じ、緊急輸送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠点に

おける運送事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸送拠点として運送事業者等の施設を活

用するための体制整備を図る。 

６ 物資支援の事前準備 

  町は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システムを

用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに

開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備

蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努める。 
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第14節 要配慮者・避難行動要支援者対策 

 

 近年の災害においては、乳幼児、重篤な傷病者、障がい者、高齢者、妊婦、外国人等の要配慮

者が災害時に犠牲となるケースが多くなっており、今後、高齢化によって要配慮者は益々増加す

ることが予想される。町及び要配慮者が利用する社会福祉施設等の管理者（以下「施設等管理者」

という。）等は、県、関係団体、地域住民等の協力を得て、要配慮者の状況、特性等に応じた防災

対策が的確に講じられるよう、個別かつ専門的な支援体制を調整する。 

 

１ 地域ぐるみの支援体制づくり 

 (１) 町計画 

   町は、町計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づき、避難行動要支

援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うための措置について定める。 

 (２) 避難行動要支援者名簿の作成 

   町は、町計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連携の下、平常時よ

り避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成しておかなければ

ならない。また、避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新するとと

もに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿

情報の適切な管理に努める。 

 (３) 避難行動要支援者名簿の提供 

   町は、町計画に定めるところにより、消防機関、県警察、民生委員・児童委員、社会福祉

協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人の同意

を得ることにより、または、町の条例の定めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者

名簿を提供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝

達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。その際、名

簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

 (４) 個別避難計画の作成 

   町は、町計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連携の下、福祉専門

職、社会福祉協議会、民生委員、自主防災組織等の避難支援等に携わる関係者と連携して、

名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう

努めなければならない。また、避難行動要支援者の居住地におけるハザードの状況、当事者

本人の心身の状況、独居等の居住実態等を考慮し、優先度が高い者から個別避難計画を作成

する。 

 (５) 個別避難計画の更新 
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   町は、個別避難計画に、避難行動要支援者名簿に記載する事項のほか、避難支援等を実施

する者や避難場所、避難経路等の事由を記載し、関係者と連携して、避難行動要支援者の状

況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映した

ものとなるよう、必要に応じて更新する。また、庁舎の被災等の事態が生じた場合において

も、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努める。 

 (６) 個別避難計画の提供 

   町は、町計画に定めるところにより、消防機関、県警察、民生委員・児童委員、社会福祉

協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、当該計画に係る避難行動要支

援者本人及び避難支援等を実施する者の同意を得ることにより、または、町の条例の定めが

ある場合には、あらかじめ個別避難計画を提供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、

避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練

の実施等を一層図る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

 (７) 個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者への配慮 

   町は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円滑

かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携わる関係者への必要な情報の提供、

関係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮をする。 

 (８) 地区防災計画との整合と一体的な運用 

   町は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作成する場合は、地

区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等により、両計画の一体的な運用が

図られるよう努める。 

 (９) 避難行動要支援者の移送 

   町は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所から指定避難

所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等についてあらか

じめ定めるよう努める。 

２ 避難行動要支援者計画 

 (１) 避難支援等関係者になる者 

   次の者を避難支援等関係者とする。 

  ・消防機関 

  ・警察機関 

  ・民生委員児童委員 

  ・社会福祉協議会 

  ・自主防災組織 

  ・その他町長が必要と認める避難支援等の実施に携わる関係者 

 (２) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

   避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は以下の要件とする。 

  ア 介護保険認定者のうち要介護３以上５以下の者  

  イ 身体障害者手帳（１級・２級）の所持者（ただし、免疫機能障害者は除く。） 
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  ウ 療育手帳（Ａ・Ａ１・Ａ２）の所持者 

  エ 精神障害者保健福祉手帳（１級）の所持者 

  オ 75歳以上の独り暮らしの高齢者 

  カ その他援助を必要とする者等、町長が必要と認めた者 

 (３) 名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

   避難行動要支援者名簿の作成に必要な個人情報及びその入手方法は次のとおりとする。 

  ア 名簿に記載する個人情報 

   ・氏名（ふりがな） 

   ・生年月日 

   ・性別 

   ・住所又は居所 

   ・電話番号その他の連絡先（電話番号：固定電話、携帯電話） 

   ・避難支援等を必要とする理由 

   ・その他避難支援等の実施に関し、町長が必要と認める事項 

  イ 個人情報の入手方法 

   ・ 町は、避難行動要支援者名簿の作成に当たり、避難行動要支援者に該当する者を把握

するために、町関係部局で把握している世帯情報及び要介護高齢者や障がい者の情報を

集約する。なお、情報の集約に際しては要介護状態別区分や障がい種別、支援区分別に

把握する。 

   ・ 難病患者に係る情報等、町で把握していない情報の取得が名簿作成に必要がある場合

は、県知事その他の者に対して情報提供を求める。 

 (４) 名簿の更新に関する事項 

   町は、避難行動要支援者の異動などの情報の把握に努め、避難行動要支援者名簿を少なく

とも１年に一度更新し、名簿の情報を最新の状態に保つ。 

 (５) 名簿提供に際し情報漏えいを防止するための措置 

   町は、避難行動要支援者名簿の提供に際しての情報漏えいを防止するため、避難支援等関

係者に次の措置を講ずる。 

  ア 避難行動要支援者名簿には、秘匿性の高い個人情報が含まれるため、避難行動要支援者

名簿は当該避難行動要支援者を担当する地域の避難支援等関係者に限り提供する。 

  イ 町内の一地区の自主防災組織に対して町内全体の避難行動要支援者名簿を提供しないな

ど、避難行動要支援者に関する個人情報が無用に共用、利用されないよう努める。 

  ウ 災害対策基本法に基づき避難支援関係者個人に守秘義務が課せられていることを十分に

説明する。 

  エ 施錠可能な場所に避難行動要支援者名簿を保管するよう指導する。 

  オ 受け取った避難行動要支援者名簿を必要以上に複製しないよう指導する。 

  カ 避難行動要支援者名簿の提供先が個人でなく団体である場合には、その団体の内部で避

難行動要支援者名簿を取り扱う者を限定するよう指導する。 
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 (６) 町が避難行動要支援者の円滑な避難のための立退きが行えるよう、次のとおり配慮を行う。 

  ア 高齢者等避難等の伝達 

    避難行動要支援者が避難を開始する目安となる高齢者等避難は、避難行動要支援者の円

滑かつ迅速な避難に当たって重要な情報である。避難支援等関係者が避難行動要支援者名

簿を活用して着実な情報伝達及び早い段階での避難行動を促進できるよう、その発令及び

伝達に当たっては、 

    ・ 高齢者や障がい者等にも分かりやすい言葉や表現、説明などにより、一人ひとりに

的確に伝わるようにすること。 

    ・ 同じ障がいであっても、必要とする情報伝達の方法等は異なることに留意すること。 

    ・ 高齢者や障がい者に合った必要な情報を選んで流すこと。 

   など、その情報伝達について特に配慮する。 

  イ 多様な手段の活用による情報伝達の実施 

    町は、緊急かつ確実な情報伝達が行えるよう、各種情報伝達の特性を踏まえ防災行政無

線（戸別受信機）や広報車による情報伝達に加え、携帯端末等を活用するなど複数の手段

を有効に組み合わせて情報伝達を実施する。 

    また、避難行動要支援者の中には避難行動に必要な情報を入手できれば、自力で避難行

動をとることができる者もいる。多様な情報伝達の手段を用いることは避難支援等関係者

の負担を軽減することにもつながることから、町は多様な情報伝達の手段の確保に努める。 

    さらに、避難行動要支援者自身が情報を取得できるよう、日常的に生活を支援する機器

等への災害情報の伝達も活用するなど多様な手段を活用して情報伝達を行う。 

 (７) 避難支援等関係者への安全確保 

   避難支援等関係者本人又はその家族等の生命及び身体の安全を守ることが大前提である。

そのため、町は避難支援関係者等が地域の実情や災害の状況に応じて、可能な範囲で避難支

援等が行えるよう避難支援等関係者の安全確保に十分配慮することとし、次のとおり配慮を

行う。 

  ア 地域において、避難の必要性や避難行動要支援者名簿の意義、あり方を説明するととも

に、地域で避難支援等関係者の安全確保の措置を決めておく。 

  イ 避難支援は避難しようとする人を支援するものであり、避難することについての避難行

動要支援者の理解は、平常時に避難行動要支援者名簿の提供に係る同意を得る段階で得て

おく。 

  ウ 避難支援等関係者の安全確保の措置を決めるに当たっては、避難行動要支援者や避難支

援等関係者を含めた地域住民全体で話し合ってルールを決め、計画を作り、周知する。 

  エ 一人ひとりの避難行動要支援者に避難行動要支援者名簿制度の活用や意義等について理

解してもらうとともに、災害の態様によっては救助できない可能性もあることを理解して

もらうよう努める。 

３ 防災知識の普及、啓発、防災訓練の実施 

 (１) 町は、地域における要配慮者の支援に向けて、また、要配慮者が自らの災害対応能力を高
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められるよう、地域住民、要配慮者等を対象に防災知識の普及、啓発を行うとともに、地域、

社会福祉施設等において適切な防災訓練、防災教育が行われるよう指導する。なお、施設等

は、実施した訓練について、市長にその結果を報告する。また、要配慮者利用施設の避難確

保に関する計画の作成や避難訓練の実施を支援するとともに、計画の作成状況や訓練の実施

状況等を定期的に確認するよう努める。また、町は、当該施設の所有者又は管理者に対して、

必要に応じて、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言等を行う。 

 (２) 町は、施設等管理者、介護サービス事業者、医療事業者及び民生委員等に対し避難支援に

関する説明会を実施し、適切な防災訓練、防災教育が行われるよう指導する。 

 (３) 施設等管理者は、職員、入所者等に対し、要配慮者を災害から守るため、また、要配慮者

が自らの災害対応能力を高められるよう、防災訓練、防災教育等を行う。 

 (４) 本計画に名称及び所在地を定められている要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係

機関の協力を得て、洪水時又は土砂災害に係る避難確保計画を作成するほか、洪水時に係る

避難確保計画に基づく自衛水防組織の設置に努める。また、作成した計画及び自衛水防組織

の構成員等について町長に報告するとともに、当該計画に基づき避難誘導等の訓練を実施す

る。 

４ 施設、設備等の整備 

 (１) 町は、要配慮者自身の災害対応能力に配慮した緊急通報システム、要配慮者の所在等を把

握した防災マップシステム及び要配慮者への情報提供設備の導入及び普及を図る。また、要

配慮者に配慮した福祉避難所、避難路等の防災施設の整備を図り、地域ぐるみの避難誘導シ

ステムの確立を図る。 

 (２) 町は、県と連携して、要配慮者関連施設が災害の危険性の低い場所に立地するよう誘導す

るなど、災害に対する安全性の向上を図る。 

 (３) 町は、災害時に社会福祉施設等において、一定程度の要介護者等の受入れが可能となるよ

うに体制整備を図る。また、災害時における社会福祉施設等との情報収集、伝達体制の確立

に努める。 

 (４) 施設等管理者は、災害に備え、食料や生活必需品の備蓄を図るよう努める。また、長期停

電に備え、発災後72時間の事業継続が可能となる非常用自家発電設備を整備するよう努める。 

５ 浸水想定区域内の要配慮者が利用する社会福祉施設等の保安対策 

  町は、浸水想定区域内の社会福祉施設等の現況について把握し、社会福祉施設等の所有者等

が、洪水時に適切な対応ができるよう、社会福祉施設等の所有者等に対し、電話、ＦＡＸ、メ

ール等により洪水予報等を的確かつ迅速に伝達するとともに、避難計画の作成や訓練の実施に

ついて支援する。 

６ 土砂災害の危険箇所に所在する要配慮者が利用する社会福祉施設等の保安対策 

  町は、土砂災害の危険箇所に所在する社会福祉施設等の現況について把握し、社会福祉施設

等の所有者等が、土砂災害時に適切な対応ができるよう、社会福祉施設等の所有者等に対し、

電話、ＦＡＸ、メール等により土砂災害警戒情報等の的確かつ迅速な伝達に努める。また、土

砂災害の危険箇所に所在する社会福祉施設等の所有者等に対して、説明会等を開催し、土砂災
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害に関する知識の普及と防災意識の向上を図る。 

７ 人材の確保及びボランティアの活用 

(１) 町は、要配慮者の支援に当たり、避難所等での介護者の確保を図るため、平常時よりヘル

パー、手話通訳者、外国語通訳者等の広域的なネットワーク化に努める。 

(２) 町は、ボランティアの活用を図るため、その活動の支援に努める。 

(３) 施設等管理者は、平常時よりボランティア受入れ等に積極的に取り組み、災害時の人材確

保に努める。 

８ 外国人等に対する防災対策 

  町は、言語、生活習慣、防災意識の異なる在日外国人、訪日外国人や旅行者等が、災害時に

迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のような防災環境づくり及び広報に努める。 

 (１) 避難場所や避難路の標識等を簡明かつ効果的なものとするとともに、多言語化を推進 

 (２) 外国人等への支援システムや救助体制を地域全体で整備 

 (３) 多言語による防災知識の普及活動を推進 

 (４) 外国人を対象とした防災教育や防災訓練の普及 

 (５) 多言語による災害時の行動マニュアルの作成 

 (６) インターネット、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）など多様な手段を

用いた、多言語による災害情報等の提供 
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第15節 応急住宅対策 

 

 災害により住宅が全壊（全焼、流失、埋没）し、住むことが不可能な場合、被災者を受け入れ

るための住宅を仮設する必要があることから、的確・迅速な応急住宅対策を行うための体制を整

備する。 

 

１ 供給体制の整備 

 (１) 町は、災害に対する安全性に配慮しつつ、応急仮設住宅の用地に関し、建設可能な用地を

把握するなど、あらかじめ供給体制を整備しておく。 

 (２) 町は、学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定める場合には、学校の教育活動に十分

配慮する。 

２ 民間賃貸住宅の借上げ体制の確立 

  町は、災害時における被災者用の住居として利用可能な公営住宅や民間賃貸住宅の空き家等

の把握に努め、災害時に迅速にあっせんできるよう、あらかじめ体制を整備する。また、民間

賃貸住宅の借上げの円滑化に向け、その際の取扱い等についてあらかじめ定めておく。 
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第16節 医療救護体制の整備 

 

 大規模な災害の発生により、数多くの負傷者、被災者等へ医療を提供するため、災害医療救護

（助産を含む。以下同じ。）体制を確立する。 

 

１ 緊急医療体制の整備 

  町は、地域の医療機関等の協力の下に、医療救護体制を確立するため、医療救護活動のため

の計画及びマニュアルを作成するとともに、軽微な負傷者等に対する自主防災組織等による応

急救護や医療救護班等の活動支援などについて、自主救護体制を確立するための計画を定めて

おく。 

(１) 町は、地域の実情にあわせた医療班を編成しておく。ただし、町独自で編成が不可能な場

合は、広域圏で編成する。（資料２－９～２－12参照） 

(２) 医療班編成に当たっては、養老郡医師会、病院等医療機関（資料７－１参照）の全面的な

協力を得て編成する。 

 なお、小学校区をＡ～Ｃの３ブロックに分け、町災害拠点診療機関を設け、夜間時での災

害時救急応需にも対応できるように医療機関に発電機及び投光器等を整備した。 
 

ブロック別 校  区 災害拠点診療機関 

Ａブロック 養老・養北・日吉小学校区 西美濃厚生病院（旧養老中央病院） 

Ｂブロック 広幡・上多度小学校区 養老整形外科クリニック 

Ｃブロック 笠郷・池辺小学校区 船戸クリニック 
 

(３) 災害が発生した場合、直ちに医療救護活動が円滑に開始できるよう応急救護設備等の整備

に努めるとともに、常に点検を行っておく。 

(４) 避難所等における救護所の設置について、あらかじめ当該管理者と協議しておく。 

(５) 町は、傷病者を処置、収容等を行う施設として、救護所及び救護病院をあらかじめ指定し

ておくとともに、住民への周知を図っておく。また、病院、救護所の被害状況や傷病者の受

入情報等の収集方法をあらかじめ定めておく。 

２ 後方搬送体制の整備 

(１) 負傷者の後方搬送について、町は関係機関と連携し、それぞれの役割分担を明確に定めて

おく。 

(２) 医療班や医療機関は、多数の負傷者が発生している災害現場において、救急活動を効率的

に実施するために、負傷者の傷病程度を選別し、救命措置の必要な負傷者を搬送する必要が

ある。 

  このため、傷病程度の選別を行うトリアージ・タッグ（※）を活用した救護活動について、
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日ごろから訓練し、習熟に努める。 

（※）トリアージとは、災害時などに多数の傷病者が同時に発生した場合、傷病者の緊急度や重症度に応じ

て適切な処置や搬送を行うために傷病者の治療優先順位を決定することをいい、トリアージ・タッグと

は、トリアージの際に用いるタッグ（識別票）をいう。 

(３) 人工呼吸器を装着している在宅難病患者などは、病勢が不安定であるとともに専門医療を

要することから、災害時には、医療施設などに搬送し、救護する必要がある。 

  このため町は、医療機関、自主防災組織、ボランティア等との連携により、災害時におけ

る在宅難病患者の搬送及び救護の体制を確立する。 

(４) 大規模災害時には、救急車等搬送手段の不足、通信の途絶、交通混乱等により、医療活動

が困難となることが予想される。 

 そのため、町は、自主防災組織、住民等に対し、近隣の救護活動や医療機関への搬送活動

等について自主的に対応する必要があることを広報、研修等により周知徹底し、自主的救護

体制の整備を推進する。 

３ 医薬品等の確保体制の確立 

 災害時における医療救護活動の実施に備え、平常時から町内の医療機関、避難所として指定

している施設等に医薬品、医療資機材等を備蓄しておく必要がある。 

 本町では、養老郡医師会が災害時において円滑な医療活動を行うため、町内の医療機関に医

師会より要望のあった医薬品を整備し即時対応体制がとれるように努めている。 

４ 救急医療セット及び医療器具の整備 

 災害時の医療救護に関する協定（資料２－９参照）により、地震時において医師会が円滑な

医療活動を行う環境をつくるに当たり、即時応需ができるよう蘇生器を含む救急医療セットを

整備した。また、現場ですぐに治療を行うことを可能にするため、医療器具も添えて各医療機

関に付与した。（資料７－１参照） 
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第17節 防疫対策 

 

 被災地においては、生活環境の悪化、被災者の体力や抵抗力の低下等により、感染症の発生と

その蔓延の危険性が増大することから、防疫活動の徹底が必要であり、的確・迅速な防疫活動を

行うための体制を整備する。 

 

１ 防疫体制の整備 

  町は、県と連携して、災害時における防疫体制の整備を図る。 

災害時における防疫体制 

 

 

 

 

 

 

 

２ 防疫用薬剤等の備蓄 

  町は、県と連携して、防疫用薬剤及び資機材について備蓄を行うとともに、調達計画の整備

を図る。 

３ 感染症患者に対する医療提供体制の確立 

  町は、県と連携して、感染症患者又は保菌者の発生に備え、感染症指定医療機関等の診療体

制の確保に努めるとともに、患者搬送体制の整備を図る。 

 

健 康 調 査 隊 

患 者 収 容 班 

消 毒 班 

器 材 班 

町防疫対策本部 

(住民福祉部) 
保 健 所 

県防疫対策本部 

(県健康福祉部) 
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第18節 土砂災害予防対策 

 

 荒廃した山地、渓流からの集中豪雨等による土石流、土砂流出、同じく急傾斜地の崩壊、地す

べり等による災害から人命や財産を守るため、土砂災害が発生した箇所や土砂災害の危険性が極

めて高い箇所の対策をはじめ、要配慮者利用施設が立地する箇所及び避難所や避難路が立地する

箇所での対策を重点的に実施する。 

 

１ 砂防対策 

 (１) 砂防事業の推進 

   町は、県の協力を得て、山腹崩壊等により土石流が発生した際の下流周辺人家への被害軽

減及び渓床や渓岸の安定を図るため、砂防法に基づき砂防指定地を指定し、一定行為の禁止

や制限を行うとともに、砂防施設（砂防堰堤、護岸工事）の整備を実施する。 

 (２) 急傾斜地崩壊対策事業の推進 

   町は、県の協力を得て、急傾斜地（傾斜角30 度以上、がけ高５ｍ以上）の崩壊による被害

を軽減するため、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険

区域について、一定行為の制限を行う。また、必要な箇所については対策工事を実施する。 

２ 土砂流出防止対策 

  町は、土、岩石等の採取及び宅地造成等の事業場において、異常気象等により土砂の流出、

崩壊等災害の発生のおそれがあるときは、直ちに必要な措置命令、停止命令等を発し、災害を

未然に防止する。 

３ 土砂災害防止対策 

  町は、県と連携して、土砂災害から住民の生命を守るため、土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域につ

いて、次の対策を推進する。 

 (１) 危険区域の周知 

   土砂災害に関する情報の伝達方法、避難場所及び避難経路に関する事項その他土砂災害警

戒区域における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を住民等に周知させるため、土砂

災害警戒区域等の関係図書を町内の事務所等において一般に縦覧するとともに、土砂災害ハ

ザードマップ（資料９－６参照）等の配布や説明会の開催等、必要な措置を講じる。 

 (２) 警戒避難体制の整備 

   本計画において警戒区域ごとに、土砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報又は警報の

発表及び伝達に関する事項、避難場所及び避難経路に関する事項、土砂災害に係る避難訓練

に関する事項、避難、救助その他必要な警戒避難体制に関する事項を定め、減災を図る。 

４ 要配慮者利用施設に係る土砂災害対策 
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 (１) 施設情報の把握 

   町は、施設の名称、場所等を本計画に登載することにより、施設における土砂災害対策の

一層の促進を図る。 

 (２) 防災知識の普及 

   町は、施設の管理者、防災責任者に対し、説明会等の実施により、土砂災害に関する知識

の向上と防災意識の高揚を図る。 

 (３) 要配慮者利用施設における防災体制の整備 

  ア 施設等における対策 

    本章第14節「要配慮者・避難行動要支援者対策」による。 

  イ 施設との連絡体制の確立 

    町は、施設の管理者に対して、土砂災害警戒情報等の情報を提供するなど、連絡体制の

確立に努める。 

５ 農地防災対策 

  町は、県の協力を得て、風水害等によって土砂崩壊の危険を生じた箇所においては、農用地

及び農業用施設の災害を防止するために土砂崩壊防止工事を、急傾斜地で耕土の流出による被

害を受けるおそれのあるところには農地保全事業を実施する。 

６ 土地開発対策 

  町は、土地開発事業の施行に伴い、土砂の流出、崩壊などによる災害が発生するおそれがあ

るときは、土地開発業者に対し、必要な措置をとることを指示し、災害を未然に防止するよう

努める。 

  また、盛土の規制について、総合調整や包括的なとりまとめを担う組織を明確化し、併せて

許可状況や不適正事案への対応などの情報共有を行う連携会議を定期的に開催する。 



□2 〈１.予防〉第19節 建築物災害予防対策 

〔養老防11〕 143 

第19節 建築物災害予防対策 

 

 災害による建築物に関連した被害の防止又は被害の拡大を防止するため、平常時から建築物の

予防対策に取り組む。 

 

１ 建築物防災知識の普及 

 (１) 実施の方法 

   町は、県及び関係機関の協力を得て、建築物防災知識の教養普及のため、写真・ポスター

の掲示、インターネットの活用、講演会・説明会の開催等を行う。 

 (２) 教養普及事項 

  ア 既存建物の保全対策 

  イ 建築基準法等の普及 

  ウ 政府施策住宅制度の導入 

  エ 中高層融資制度の活用 

２ 公共的建築物の防災体制等 

  公共的建築物は、防災上、避難・救護等における重要な施設であることから、町は、これら

の施設の防災対策について万全を期すとともに、防災設備の整備に努める。 

３ 空き家等の状況の確認 

  町は、平常時より、災害による被害が予測される空き家等の状況の確認に努める。 
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第20節 防災営農対策 

 

 災害による農業被害の軽減と農業経営安定のため、防災営農に関する指導、その他の対策を行

う。 

 

１ 指導等の実施 

 (１) 指導事項等 

   町は、県及び農業団体と連携して、あらゆる機会を利用し、農業災害の予防、応急措置及

び災害復旧の実施に当たって必要な知識・技術を周知徹底する。特に、防災業務従事職員に

対しては災害の原因や実施する対策の科学的・専門的な事項の教育について、一般農業者に

対しては予想される災害に対しての必要な基本的知識・技術の普及について、それぞれ重点

的に行う。 

 (２) 指導等の方法 

   講習会、研究会、印刷物の発行・配布等による普及、現地指導等によって行う。 

 

 

第21節 ライフライン施設対策 

 

 ライフライン施設は、日常生活及び産業活動上欠くことのできないものであることから、災害

発生時における各施設の被害を最小限にとどめるため、被害軽減のための諸施策を実施し、万全

な予防措置を講ずる。 

 

１ 上水道施設 

  水道施設のより一層の耐震化を図り、水道水の安定供給と二次災害の防止のため、次により

水道施設の整備を図る。 

 (１) 上水道の確保 

   取水、配水施設等の耐震性の強化を図るとともに、貯留水の流失防止のため配水池に緊急

遮断弁等を設置し応急用飲料水等を確保する。 

 (２) 送・配水管の新設、改良 

   送・配水管の布設にあっては耐震性の高い管を採用するほか、石綿セメント管等の老朽管

は布設替えを行い、送・配水管路の耐震性の強化を図る。 
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 (３) 配水系統の相互連絡 

   ２以上の配水系統を有する水道施設にあっては、幹線で各系統相互の連絡を図る。 

 (４) 電力設備の確保 

   水道施設用電力の停電に配慮した受電方式の採用及び受電設備（自家用発電設備を含む）

の整備に努める。 

 (５) 復旧工事用資材の備蓄・調達 

   復旧工事を速やかに施工するため、必要な復旧工事用資材を備蓄し、別に工事用資材につ

いて製造業者と優先調達に関する契約を締結する。 

 (６) 応急給水用器材の備蓄 

   応急給水活動を実施するため給水タンク等の整備に努める。 

 (７) 応援要請 

   岐阜県の相互応援協定に基づき、県を通じて隣接水道事業者に応援を要請する。 

２ 下水道施設 

  下水道施設の計画、設計、施工及び維持管理に当たり、立地条件に応じ、災害に対して次の

対策を実施する。 

 (１) ポンプ場及び処理場内の重要施設について耐震計算を行い、その他の施設については被害

を想定し、施設の複数化、施設の確保等で機能の確保を図り、また、補修の容易な構造とし、

復旧対策に重点をおいて整備を図る。 

 (２) ポンプ場及び処理場では、災害時においても最小限の排水機能が確保されるよう整備を図

る。また、停電及び断水に対して速やかに対応できるよう努める。 

 (３) 被害の程度によって排水機能に支障を来す場合があるので、緊急用として管きょ及び処理

場にバイパス等の整備を図る。 

 (４) ポンプ場及び処理場内での各種薬品類、重油及びガス等の燃料用設備の設置に当たっては、

災害による漏えい、その他二次災害が発生しないよう整備を図る。 

 (５) 施設の維持管理においては、点検などによる危険箇所の発見と改善を行い施設の機能保持

を図る。 

３ 電気施設 

  電気事業者は、災害時の電力供給施設の被害を未然に防止するとともに、被害が発生した場

合の各施設の機能を維持するため、次の対策を行う。 

 (１) 電力供給施設の安全性の確保 

 (２) 防災資機材及び緊急資機材の整備 

 (３) 要員の確保 

 (４) 被害状況収集体制の整備 

 (５) 広域的相互応援体制の整備 

４ 鉄道施設 

  鉄道事業者は、災害時における旅客の安全と円滑な輸送を図るため、次の対策を行う。 

 (１) 鉄道施設の安全性の確保 
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 (２) 防災資機材の整備点検 

 (３) 要員の確保 

５ 電話（通信）施設 

  電気通信事業者は、災害時に電話通信設備の被害を未然に防止するとともに、被害が発生し

た場合の電話通信の混乱を防止するため、次の対策を行う。 

 (１) 非常用電源の整備等による電話通信施設、設備の安全性の確保 

 (２) 地方公共団体の被害想定を考慮した基幹的設備の地理的分散及び安全な設置場所の確保 

 (３) 応急復旧機材の配備 

 (４) 通信輻輳対策の推進 

 (５) 重要通信の確保 

 (６) 要員の確保 

６ 電線類 

  町は、他の道路管理者等と連携し、電線類の地中化を推進する。また、道路沿いの電線周囲

の危険な立木の伐採等を推進する。 

７ ライフラインの代替機能の確保 

  町は、ライフラインの機能に支障が生じた場合に備え、代替機能（ライフラインからの自立

機能）の確保に努める。 

 (１) 避難所その他公共施設での井戸の掘削 

 (２) 飲料水の貯留が可能な貯水槽の設置 

 (３) 避難所、その他公共施設への自家発電装置の設置 

 (４) 避難所へのＬＰガス及びその設備の備え付け 

 (５) 仮設トイレ、バキュームカーの配備(業者との協定) 

 (６) 各種通信メディアの活用（アマチュア無線、タクシー無線、インターネット） 

 (７) 新エネルギーシステムの導入 
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第22節 文教対策 

 

 児童生徒等及び職員の生命、身体の安全を確保し、学校、その他の教育機関（以下「学校等」

という。）の土地・建物、その他の工作物（以下「文教施設」という。）及び設備を風水害等の災

害から防護するために必要な計画を策定し、その推進を図る。 

 

１ 組織の整備 

 災害時において、迅速かつ適切な対応を図るため、学校等では平素から災害に備えて職員等

の任務の分担及び相互の連帯等について組織を整備しておく。 

２ 防災教育の実施 

 学校等における防災教育は、教育課程に位置づけて実施することとし、学級活動、ホームル

ームや学校行事を中心に、教育活動の全体を通して行う。特に、避難、災害時の危険及び安全

な行動の仕方について、児童生徒等の発達段階に即した指導を行う。 

(１) 学校行事としての防災教育 

 防災意識の全校的な盛り上がりを図るため、防災専門家や災害体験者の講演会開催及び県、

町が行う防災訓練への参加等、体験を通した防災教育を実施する。 

(２) 教科・科目における防災教育 

 社会、理科、保健、家庭科等の教科、科目を通して、自然災害の発生の仕組み、防災対策

や災害時の正しい行動及び災害時の危険等についての教育を行う。 

 また、自らの家庭、学校及び地域に関する防災マップの作成等のテーマを通じて、身の回

りの環境を災害の観点から見直すことにより、防災を身近な問題として認識させる。 

(３) 教職員に対する防災研修 

 災害時における児童生徒等に対する指導方法、負傷者の応急手当の方法、火災発生時の初

期消火法等災害時に特に留意する事項等に関する研修を行い、災害時の教職員の取るべき行

動とその意義の周知徹底を図る。 

 また、指導に当たる教職員は災害時を想定し、緊急時に迅速な行動がとれるようにしてお

く。 

３ 避難その他の訓練 

  児童生徒等及び職員の防災に対する心構えを確認し、災害時に適切な処置がとれるよう防災

上必要な計画を樹立するとともに、訓練を実施する。なお、訓練計画の策定及び訓練の実施に

当たっては、次の点に留意する。 

 (１) 計画及び訓練は、学校種別、学校規模、施設設備の状況、児童生徒等の発達段階等それぞ

れの実情に応じた具体的かつ適切なものとする。 

 (２) 児童生徒が消火作業や搬出作業等の救援活動に従事する場合は、まず身体生命の安全を確
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保した上で考える。この場合、学校の施設、設備の状況や、作業活動の組織等について十分

検討を加え、無理な活動を要求しないよう慎重を期する。 

 (３) 訓練は、学校行事等に位置づけて計画し、全職員の協力と、児童生徒等の自主的活動によ

り十分な効果を収めるように努める。 

 (４) 火災、風水害等それぞれの場合における計画を策定し、訓練を実施する。この場合、それ

ぞれの災害の特色や災害状況の相違等を検討し、形式的なものにならないよう注意する。 

 (５) 訓練は、毎学期１回程度実施する。 

 (６) 訓練の実施に当たっては、事前に施設設備の状況、器具、用具等について点検し、常に十

分活用できるよう充足するとともに、訓練による事故防止に努める。 

 (７) 平素から災害時における組織活動の円滑を期するため、全職員及び児童生徒等の活動組織

を確立し、各自の任務を周知徹底しておく。 

 (８) 計画の策定及び訓練の実施に当たっては、関係機関と事前に連絡を密にし、専門的な立場

から助言、指導を受ける。 

 (９) 訓練実施後は、十分な反省を加え、関係計画の修正整備を図る。 

４ 登下校の安全確保 

 児童生徒等の登下校時の安全を確保するため、あらかじめ登下校時の指導計画を学校ごとに

策定し、平素から児童生徒等及び保護者への徹底を図る。 

(１) 通学路の安全確保 

ア 通学路については、警察署、消防署及び地元関係者と連携をとり、校区内の危険箇所を

把握して行う。 

イ 児童生徒等の個々の通学路及び誘導方法について、常に保護者と連携をとり、確認する。 

ウ 幼児の登下校時には、原則として個人又は小グループごとに保護者が付き添う。 

(２) 登下校等の安全指導 

ア 災害時の児童生徒等の登下校について、指導計画を綿密に確認する。 

イ 通学路における危険箇所については、児童生徒等への注意と保護者への周知徹底を図る。 

ウ 登下校時における危険を回避できるよう、児童生徒等に対して具体的な注意事項を指導

する。 

５ 文教施設の不燃堅ろう構造化の促進 

 文教施設・設備等を災害から防護し、児童生徒等の安全を確保するため、これらの建物の建

築に当たっては、鉄筋コンクリート造、鉄骨造等による不燃堅ろう構造化を促進する。また、

校地等の選定、造成に当たっては、防災上必要な措置を講ずる。 

６ 文教施設・設備等の点検及び整備 

 文教施設・設備等を災害から防護するため、定期的に安全点検を行い、危険箇所及び要補修

箇所の早期発見に努めるとともに、これらの改善を図る。 

 災害時の施設・設備等の補強等、防災活動に必要な器具等については、あらかじめ必要な量

を備蓄するとともに、定期的に点検を行い整備する。 

７ 危険物の災害予防 
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 化学薬品その他の危険物を取り扱う学校等にあっては、これらの化学薬品等を関係法令に従

い適切に取り扱うとともに、災害時においても安全を確保できるよう適切な予防措置を講ずる。 

８ 文化財の災害予防 

 町内には、歴史的に価値の高い文化財が数多く残されており、これらの文化財を保存し、後

世に伝えるためには万全の配慮が必要であり、現況を正確に把握し、予想される災害に対して

予防対策を計画し、施設の整備を図るとともに、文化財保護思想の普及・徹底及び現地指導の

強化を推進する。 

 (１) 防災思想の普及 

   指定文化財等の所有者又は管理者は、文化財に対する住民の愛護精神を高め、防災思想の

普及を図る。 

 (２) 文化財施設の予防対策 

  ア 指定文化財等の所有者、管理者 

    指定文化財等の所有者又は管理者は、施設を災害から保護するため、不燃化建築による

保存庫、収蔵庫等の設置を行い、文化財の保存に努める。また、建造物等には消火栓、消

火器等を設置し防災に努めるとともに、指定文化財等での火気の使用制限、施設内の巡視

等を行い、災害予防に努める。 

  イ 町 

   (ア) 文化財の所有者ごとに文化財防災台帳を作成し、文化財の保存（保管）状況の把握に

努める。 

   (イ) 県の協力を得て、所有者及び管理者に対する防災知識の普及を図るとともに、その管

理・保護対策について指導助言をする。 

   (ウ) 自動火災報知設備、消火栓、放水銃、貯水槽、避雷設備等の防災・防火設備の設置を

促進する。 

   (エ) 文化財保護指導員を委嘱し、文化財に関する定期的な点検を実施する。 

 (３) 防災教養 

   指定文化財等の所有者及び管理者は、毎年防火管理、防火知識の普及を図るため、施設職

員に対して講習会等を開催して、火災予防の徹底を期する。 

 (４) 避難その他の訓練 

   指定文化財等の所有者及び管理者は、文化財防火訓練を実施するよう努める。 

 (５) 応急協力体制 

   指定文化財等の所有者及び管理者は、災害が発生した場合に備え、県、消防関係機関等と

の連絡・協力体制を確立する。 



□2 〈１.予防〉第23節 行政機関の業務継続体制の整備 

〔養老防11〕 150 

第23節 行政機関の業務継続体制の整備 

 

 大規模災害が発生した場合、庁舎機能の喪失や職員の被災、住民情報の消失など、人的資源や

社会基盤が失われるおそれがあり、行政の業務継続に大きな支障を来すことが考えられる。 

 町は、大規模災害時の被害を最小限にとどめ、行政にとって災害時に必要な業務の継続、又は

早期に立ち上げるための業務継続計画の策定に取り組むなど、予防対策を実施する。 

 

１ 行政における業務継続計画の策定 

  町は、災害時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要

となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の

強化を図る必要があることから、業務継続計画の策定などにより、業務継続性の確保を図る。

また、実効性ある業務継続体制を確保するため、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、

必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積

や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂などを行うととも

に、町機能が壊滅した場合、県や他市町村に対し速やかに派遣を要請できる体制の確立を図る。 

  特に、災害時には災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うことと

なることから、業務継続計画の策定等に当たっては、少なくとも首長不在時の明確な代行順位

及び職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎（中央公民館）の電気・水 

 ・食料等の確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバッ

クアップ並びに非常時優先業務の整理について定めておく。 

２ 個人情報等の分散保存 

  町は、住民基本台帳及び戸籍等の住民個人情報（デジタル）等の保存、媒体保管場所の分散

化を図るとともに、住民個人情報等のバックアップシステムの構築を図る。 

３ 応援要請体制の整備 

  町機能が壊滅した場合、県職員及び他市町村職員の応援を速やかに要請できるよう、応援要

請体制の整備を図る。 

４ 耐震対策 

  町は、特に、災害時の拠点となる庁舎等について、非構造部材を含む耐震対策等により、発

災時に必要と考えられる高い安全性を確保するよう努める。 
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第24節 企業防災の促進 

 

 企業の事業継続及び早期再建は、住民の生活再建や街の復興にも大きな影響を与えるため、大

規模災害時の被害を最小限にとどめ、できる限り早期復旧を可能とする予防対策を推進する必要

があり、そのために企業は、顧客・従業員の生命、財産を守るとともに、企業にとって中核とな

る事業を継続あるいは早期に復旧させるための事業継続計画（Business Continuity Plan（以下

「BCP」という。））の策定・運用に取り組むなど、予防対策を進める必要がある。 

 町、県、商工団体等は、企業の防災意識の向上を図り、災害時に企業が果たす役割が十分に実

施できるよう、BCPの策定等、企業の自主的な防災対策を促進していくとともに、防災対策に取り

組むことができる環境の整備に努める。 

 

１ 企業の取り組み 

  企業は、大規模災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、

地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リス

クに応じた、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメン

トの実施に努める。具体的には、各企業において、災害時に重要業務を継続するためのBCPを策

定するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所の耐震化、損害保険等

への加入や融資枠の確保等による資金の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・

見直し、燃料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェー

ンの確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど事業継続マネジメント（Business 

Continuity Managemanet（以下「BCM」という。））の取組みを通じて、防災活動の推進に努める。

特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者など災害応急対策等に係る業務に従事する

企業は、町等が実施する企業との協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力する

よう努める。 

  また、地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の拡大防止

を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努める。 

 (１) 生命の安全確保 

   顧客等不特定多数の者が施設に来たり、施設内にとどまったりすることが想定される施設

の管理者等については、顧客の安全、企業の従業員等業務に携わる者の安全を確保する。事

業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動するこ

とのないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレワークの

実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずるよ

う努める。 

 (２) 二次被害の防止 
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   製造業などにおいて、火災の防止、建築物等の倒壊防止、薬液の漏洩防止など、周辺地域

の安全確保の観点から二次災害防止のための取組みが必要である。 

 (３) 地域貢献・地域との共生 

   災害が発生した際には、住民、行政、取引先企業などと連携し、地域の一日も早い復旧を

目指す。その活動の一環として企業が行う地域貢献は、可能な範囲において、援助金、敷地

の提供、物資の提供などが一般的であるが、このほかにも技術者の派遣、ボランティア活動

など企業の特色を活かした活動が望まれる。また、平常時からこれら主体との連携を密にし

ておくことも望まれる。 

２ 企業防災の促進のための取り組み 

  町、商工会等は、県と連携して、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業の

トップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図る。また、優良企業表彰、企業の防災に

係る取組の積極的評価等により、企業の防災力向上の促進を図る。 

  さらに、町は、県と連携して、企業防災分野の進展に伴って増大することになるＢＣＰ策定

支援及びＢＣＭ構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる市場の健全な発展に向けた条

件整備に取り組む。また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練への

積極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行う。 

  町及び商工会は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対策の

普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努める。 

 (１) BCPの策定促進 

  ア 普及啓発活動 

    企業防災の重要性やBCPの必要性について積極的に啓発していく。 

  イ 情報の提供 

    企業がBCPを策定するためには想定リスクを考える必要があり、そのため町及び県はそれ

ぞれが策定している被害想定やハザードマップ等を積極的に公表する。 

 (２) 相談体制の整備 

  ア 企業が被災した場合に速やかに相談等に対応できるよう、相談窓口・相談体制等につい

て検討するとともに、被災企業等の事業再開に関する各種支援について予め整理しておく。 

  イ 浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定められた要

配慮者利用施設の所有者又は管理者は、防災体制に関する事項、避難誘導に関する事項、

避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、水防法

に基づき設置した自衛水防組織の業務に関する事項等の計画を作成し、当該計画に基づき、

避難誘導等の訓練を実施する。また、作成した計画及び自衛防災組織の構成員等について

町長に報告するとともに、当該計画に基づき、避難誘導等の訓練の実施に努める。 

  ウ 浸水想定区域内に位置し、本計画に名称及び所在地を定められた大規模工場等の所有者

又は管理者は、防災体制に関する事項、浸水の防止のための活動に関する事項、防災教育・

訓練に関する事項、自衛水防組織の業務に関する事項等に関する計画（以下「浸水防止計

画」という。）の作成及び浸水防止計画に基づく自衛防災組織の設置に努め、作成した浸水

防止計画、自衛防災組織の構成員等について町長に報告する。 
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第25節 防災対策に関する調査・研究 

 

 災害による被害を最小限にとどめる対策を実施するため、基礎的調査及び研究を推進する。 

 

１ 災害危険地予察 

  町は、県及び関係機関の協力を得て、毎年管内のがけ崩れ、河川氾濫等災害が予想される箇

所の予察を行い、災害時における災害応急対策を具体的に検討し、その結果を本計画に反映さ

せる。 

２ 風水害対策基礎調査 

  風水害による被害を最小限にとどめる対策を樹立するため、町は、県の協力を得て、次の事

項等について基礎的調査及び研究を推進する。 

 (１) 町及び県における既往の風水害 

 (２) 降水量と山腹等の崩壊災害 

 (３) 降水量と土石流、がけ崩れ等の土砂災害 

 (４) 降水量と河川災害 

 (５) 浸水想定区域図 

 (６) 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難を確保するための措置 

３ 火災対策基礎調査 

  火災は、人為的災害の代名詞として災害の中核に位置しており、年々増加の傾向をたどって

いるばかりでなく、科学の進歩に伴う特殊火災の発生等、消防活動のいかんによっては、大災

害をひき起す素因を多くもっている。町は、県及び防災関係機関の協力を得て、消防対策を図

るため、調査研究を推進する。 

４ 防災アセスメント及び防災カルテ等 

  町は、地域の災害特性や災害危険性を科学的・総合的に把握するため、国・県等が実施した

防災アセスメントの結果を本計画の中に活かすよう努める。また、コミュニティレベル（集落

単位、自治会単位、学校区単位、自主防災組織単位等）でのきめ細かな防災カルテ・防災マッ

プの作成を推進する。 
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第１節 活動体制 

 

 町の地域において、災害が発生し又は発生するおそれのある場合で町長が必要と認めたときは、

災害対策基本法第23条の２の規定に基づき養老町災害対策本部を設置し、災害の応急対策業務の

迅速かつ的確な推進を図る。 

 災害対策本部の設置又は廃止は、次の基準により実施する。 

 

１ 災害対策本部の設置及び廃止基準 

(１) 設置基準 

次の各号のいずれかに該当し､町長が必要であると認めたときに､災害対策本部を設置する。 

ア 災害救助法による救助を適用する災害が発生したとき。 

イ 災害が発生し、その規模及び範囲からして特に対策を必要とするとき。 

ウ 大規模な災害の発生するおそれがあり、その対策を要するとき。 

エ 他市町村からの避難者の受け入れを行うとき。 

   また、町域内で局地的に特別警報に準ずる気象現象が発生した場合は、町本部を設置、又

は事態の推移に伴い速やかに町本部を設置するための警戒体制をとると同時に、必要に応じ

て、避難情報の発令も含め住民への周知・伝達を図る。 

(２) 廃止基準 

本部長（町長）は、当該災害に係る応急対策がおおむね完了した場合又は予想された災害

の危険性が解消されたと認めた場合は、災害対策本部を廃止する。 

２ 町本部の運用 

(１) 体制等 

 気象注意報、警報等が発表されたとき、あるいは町災害対策本部が設置されたときの体制

等は次による。 

体制 基    準 配備対応課・人員 摘    要 

準 

 

備 

 

体 

 

制 

・次の注意報のうち、いずれかが養老町

に発表されたとき。 

  大雨注意報 

  洪水注意報 

  強風注意報 

・水害対象河川が水防団待機水位を超え

ることが確実となったとき。 

消防署  勤務者対応  

・その他町長がこの体制を命じたとき。 総務課     １名 

建設課   １～２名 

消防署  勤務者対応 

 ・次の警報のうち、いずれかが養老町に

発表されたとき。 

総務課     ２名 

建設課   ４～５名 

災害警戒本部を

設置 
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警 

戒 

第 

一 

体 

制 

  大雨警報（浸水害） 

  大雨警報（土砂災害） 

  洪水警報 

  暴風警報 

・水害対象河川がはん濫注意水位を超え

ることが確実となったとき。 

・その他町長がこの体制を命じたとき。 

消防署  勤務者対応  

警 

 

戒 

 

第 

 

二 

 

体 

 

制 

・警戒第一体制の警戒が発令され、被害

発生の危険性が増大したとき。 

・養老町及び周辺地域で局地的集中豪雨

が発生すると予想されたとき、又は発

生したとき。 

・養老町に記録的短時間大雨情報が発表

されたとき。 

・土砂災害警戒判定メッシュ情報で大雨

警報の雨量指数基準を超過したとき。 

・水害対象河川が避難判断水位を超える

ことが確実となったとき。 

・その他町長がこの体制を命じたとき。 

全課長級職員 

総務課  課員の半数 

建設課  課員の半数 

（必要に応じて職員を

増員し対応する。） 

避難指示を行う

基準に達した場

合や、町長が必

要と認めた場合

は、災害対策本

部を設置する。 

・養老町に土砂災害警戒情報が発表され

被害発生の危険性が増大したとき。 

・水害対象河川がはん濫危険水位を超え

ることが確実となったとき。 

・特別警報が発表されたとき。 

・特別警報に準ずる気象現象が発生した

とき。 

・その他町長がこの体制を命じたとき。 

（災害対策本部を設置

するとともに、必要に

応じて職員を増員し対

応する。） 

非常

体
制 

・災害が発生し、町内の広範囲にわたって

大規模な被害が予想されるとき。 

・災害救助法を適用する災害が発生した

とき。 

全職員 災害対策本部を

設置 

(２) 体制等の特例（以下、町災害対策本部組織体制で記述する。） 

 町長（町本部長）は、災害の種類、状況その他により、(１)に定める体制により難いと認め

るときは、特定の部（班）に対してのみ体制を指示し、又は種類の異なる体制を指示する。 

(３) 体制等の伝達 

 町本部の設置、あるいは廃止を決定した場合の伝達は次による。 

 

 

 

 

(４) 町本部等の開設場所 

 災害の規模、程度により本部開設場所は次のとおりとする。 

ア 準備体制をとった場合 

 総務課・建設課・消防署で対処する。（平常時における組織にて対処する。） 

イ 警戒体制をとった場合 

町 本 部 長 

（町 長） 
本部事務局 

県 本 部 ・ 支 部 

各本部・各班員 

自主防災組織等 

電話、県防災無線、ＦＡＸ 

電話、庁内放送、防災行政無線、メール配信 

防災行政無線、メール配信、ケーブルテレビ 
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 総務課内又は町長室 

ウ 非常体制をとった場合 

 役場４階大会議室、役場３階第１会議室、第２会議室及び２階研修室。必要に応じ被災 

   現場。町役場庁舎が被災してその使用に耐えないときは、その他の町施設 

エ 本部開設にいたらない災害時 

 平常時における組織にて対処する。 

(５) 本部員会議 

 大規模な災害が発生し、又は発生するおそれのある場合で、町本部長（不在時は副本部長）

がその必要を認めたときは、本部員会議を開催し、おおむね次の事項を協議する。 

 なお、本部員会議を開催するいとまがないとき、あるいは災害の規模がその程度に達しな

いとき等は、町本部の設置、その他について関係のある本部員が協議し、その結果に基づき、

町本部長が決定する。 

ア 町本部の設置並びに職員の動員、応援に関すること。 

イ 現地本部の設置及び現地本部長の選定に関すること。 

ウ 災害防除（拡大防止）対策に関すること。 

エ 被災者の救助保護に関すること。 

オ 交通、通信その他総合的な対策の調整、推進に関すること。 

カ その他災害対策に関連した重要な事項 

３ 現地災害対策本部 

(１) 開設の場所 

 現地災害対策本部は、必要に応じ、被災地に近いところに設置し、学校、公民館等公共の

施設を利用する。この場合、自衛隊等協力機関と同じ施設とし、同じ施設によれない時は常

時連絡ができる体制をとる。 

 (２) 車両の確保 

 現地災害対策本部用の車両は、本部事務局がその都度必要な限度において派遣することと

するが、それによれないときは、タクシー等を借り上げる。 

４ 証票等 

(１) 身分証明等 

 本部職員の身分証明書は、「養老町職員証」等をもって兼ねることとし、災害対策基本法第

83条第２項（強制命令の執行に伴う立入検査時の身分証票）による身分を示す証票も本証で

兼ねる。 

 なお、災害救助法第６条第４項による身分を示す証票は、岐阜県災害救助法施行細則第11

条に定める証票による。 

(２) 腕 章 

 災害応急対策の実施又はその事務に当たるものは、次の腕章を着用するものとし、平常時

から整備保管しておく。 

ア 町本部 
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（注）１ 腕章の大きさは、長さ38㎝、幅10㎝とする。 

   ２ 地は白地、字は黒色とし、線は町本部では赤色、現地災害対策本部ではオレンジ色と

する。 

(３) 標 旗 

 災害応急対策に使用する自動車には、次の標旗を付すものとし、平常時から整備保管して

おく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 職員の動員 

(１) 動員の系統 

 

 (ア) 本部長・副本部長腕章 

 (ウ) 班長腕章  (エ) 連絡員腕章 

 (イ) 部長腕章 

 (オ) 伝令腕章 

イ 現地災害対策本部 

 (ア) 現地災害対策本部長腕章  (イ) 現地災害対策本部員腕章 
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 町本部における職員の動員は、本部長の決定によりそれぞれ次の系統により伝達し、動員

する。なお、町では「職員災害初動マニュアル」を作成・配付し、速やかな初動体制の確保

を図っている。 

 

 

 

 

 

（注）執務時間内における伝達は、庁内放送により伝達する。 

(２) 動員の方法 

 町本部の各班長は、分担する災害対策その他のため班員を動員する必要があるときは、あ

らかじめ定めた緊急連絡網により、それぞれに動員する。電話による動員が困難な場合は、

電報等において行う。 

(３) 本部職員の心得 

 職員は常に気象状況等に留意し、災害の発生又は、発生するおそれが予想されるときは、

速やかに登庁し待機する。 

(４) 職員の応援 

 各班における災害応急対策等実施に当たって、職員が不足するときは、次の方法により応

援する。 

  ア 各班は、職員の応援を受けようとするときは、本部事務局に次の応援条件を示して要請

する。 

(ア) 作業の内容 

(イ) 就労（勤務）場所 

(ウ) 応援の職種及び男女の別（特に必要があれば機関名あるいは職員の氏名） 

(エ) 携帯品その他必要事項 

イ 応援は、次の順位により動員して派遣する。 

(ア) 余裕のある班からの動員 

(イ) (ア)の措置をもってもなお不足するときあるいは技術職員が不足するときは、県に対し

て職員の派遣を要請する。 

ウ 応援のための動員は、本部事務局において行う。 

 なお、本部員会議は、必要に応じて円滑な動員事務に関する総合調整を図る。 

 

町 

 

本 

 

部 

本 部 員 

各 班 長 

各 支 部 連 絡 員 

本

部

事

務

局 

班 員 
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第２節 災害対策要員の確保 

 

 災害により様々な被害が生じ、この応急対策が急務となった場合の必要な労働者及び技術者の

動員について定め、これによって災害対策の円滑化を図る。 

 なお、動員順序は次による。（応急対策の作業内容によっては、順序を異にして動員することが

できる。） 

(１) 災害対策本部職員 

(２) 県、他市町村職員 

(３) 防災隊・奉仕団 

(４) 労務者の雇上げ 

(５) 労務者等の強制従事 

 

１ 関係機関に対する動員の要請 

 町本部における動員のみでは、災害対策要員が不足するときは、県に次の条件を示して、動

員等の要請をする。 

(１) 従事すべき作業の内容（労務の種別） 

(２) 所要人員 

(３) 就労期間（○日○時～○日○時） 

(４) 集合の場所（移送の方法） 

(５) 携行品その他必要条件 

２ 防災隊・奉仕団の編成及び活動 

(１) 協力組織の結成 

 町本部が実施する災害応急対策に協力するため、おおむね次の団体等で結成された組織（防

災隊・奉仕団）で、団長・班長を置き、災害活動に則した活動とする。 

ア 防災隊 

イ 日本赤十字奉仕団 

ウ 中学校生徒会奉仕団 

(２) 関係機関との連絡協調 

 防災隊及び奉仕団は、常に町本部、消防、警察等と緊密な連絡を保つとともに、関係機関

から要請があったときは積極的に協力し、その対策の実施に奉仕する。 

(３) 被害状況等の通報 

 防災隊及び奉仕団は、町本部職員、消(水)防団員、警察官等と協力して被害状況その他災

害異常現象等の把握に努めるとともに、町本部職員不在時等にあっては、その概況を速やか

に町本部あるいは警察官に通報する。 
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(４) 動 員 

 隊員・団員の動員は隊長・団長がその地域に災害が発生し、隊員・団員の動員を必要と認

めたとき、又は、町本部長（本部事務局）から動員の要請があったときに必要人員（隊員・

団員）を動員するものとする。 

 動員に当たっては、隊長・団長は隊・団の役員と協議し、被災世帯員は除くようにする等

配慮するものとする。 

(５) 活動内容 

 防災隊及び奉仕団が従事する作業は、次のとおりとする。 

ア 炊き出し、給水その他災害救助活動 

イ 防疫、被災地の衛生対策活動 

ウ 清掃、被災地整理活動 

エ 被災者の救助・保護活動 

オ 災害対策物資の輸送及び配分活動 

カ その他災害異常現象を把握し、町本部への連絡活動 

(６) 中学校生徒会奉仕団 

 中学校生徒会奉仕団は、学校授業に支障のない範囲において、清掃活動等比較的安全で単

純な作業に従事するものとする。 

 なお、自校の災害対策のため動員を必要と認めたとき、町本部（教育総務班）から要請が

あったときは、生徒会の役員と協議して行うものとする。なお作業の実施に当たっては、そ

の現場に必ず教師が付き添い、安全に留意するものとする。 

３ 技術者等の雇上げ 

(１) 実施者 

 町本部における雇上げは、各班の担当業務ごとに、各班において担当する。 

 雇上げの実施に当たっては、事前に本部の許可を得るものとし、許可を得るいとまのない

ときは、事後においてその都度本部に報告する。 

(２) 給与の支払 

 賃金等の給与額は、その時における地域の慣行料金以内（職業安定所の業種別標準賃金以

内）によることを原則とするが、法令その他により別に基準のあるものは、これによる。 

(３) 災害救助法による基準等 

 災害救助法による救助実施のための賃金職員等雇上の範囲その他の基準等は、次による。 

ア 賃金職員等雇上の範囲 

(ア) 被災者の避難 

(イ) 医療及び助産 

(ウ) 被災者の救出 

(エ) 飲料水の供給 

(オ) 救助用物資の整理、輸送及び配分 

(カ) 死体の捜索 
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(キ) 死体の処理（埋葬を除く） 

前記以外の救助作業のため賃金職員等の必要が生じたときは、県に範囲外賃金職員等に

ついて要請する。 

なお、要請に当たっては、次の事項を明示して行う。 

・賃金職員等の雇上を要する目的又は救助種目 

・賃金職員等の所要人数 

・雇上を要する期間 

・賃金職員等雇上のため必要とする経費 

・賃金職員等雇上の理由 

・その他 

イ 賃金職員等雇上の期間 

 各救助の実施期間中とする。 

ウ 費用の限度 

 (２)に示す費用による。 

４ 従事命令等 

(１) 従事命令等の種類と執行者 

対 象 作 業 命令区分 根 拠 法 律 執 行 者 

消 防 作 業 

従 事 命 令 

消防法第29条第５項 
消防吏員又は消防

団員 

水 防 作 業 水防法第24条 
水防管理者、水防団

長、消防機関の長 

災 害 救 助 作 業 
従 事 命 令 災害救助法第７条 

県知事 
協 力 命 令 災害救助法第８条 

災 害 応 急 対 策 作 業 

（除災害救助） 

従 事 命 令 
災害対策基本法第71条 

県知事、町長（委任

を受けた場合のみ） 協 力 命 令 

災 害 応 急 対 策 作 業 

（全般） 
従 事 命 令 

災害対策基本法第65条第１項 町長 

災害対策基本法第65条第２項

及び第３項 
警察官、自衛官 

災 害 応 急 対 策 作 業 

（全般） 
従 事 命 令 

警察官職務執行法第４条 警察官 

自衛隊法第94条第１項 自衛官 

 

(２) 従事命令等の対象者 

命 令 区 分 従   事   対   象   者 

消 防 作 業 火災の現場付近にある者 

水 防 作 業 区域内に居住する者又は水防の現場にある者 

災害救助その他の作業 

（災害救助法及び災害対 

１ 医師、歯科医師又は薬剤師 

２ 保健師、助産師又は看護師  
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策基本法による知事の従

事命令） 

３ 土木技術者又は建築技術者 

４ 大工、左官又はとび職 

５ 土木業者又は建築業者及びこれらの者の従業者 

６ 鉄道事業者及びその従業者 

７ 軌道経営者及びその従業者 

８ 自動車運送事業者及びその従業者 

９ 船舶運送事業者及びその従業者 

10 港湾運送事業者及びその従業者 

災害救助その他の作業 

（協力命令） 
救助を要する者及びその近隣の者
 

災 害 応 急 対 策 全 般 

（災害対策基本法による

町長、警察官、自衛官の

従事命令）
 

町域内の住民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者
 

災 害 緊 急 対 策 全 般 

（警察官職務執行法によ

る警察官）
 

その場に居合わせた者、その事物の管理者、その他関係者 

(３) 公用令書の交付 

 町長が、災害救助法第７条又は第８条に定める従事命令又は協力命令（発した命令を変更

し、又は取り消したときを含む。）を発した場合（県知事が災害救助法第13条第１項の規定に

より、その権限に属する事務を町長が行うこととする通知をした場合をいう。）は、公用令書

を交付する。 

(４) 損害補償 

 従事命令又は協力命令により災害応急対策に従事した者で、そのことにより負傷し、疾病

にかかり又は死亡したものの遺族等に対しては、次により損害補償又は扶助金を支給する。 

区   分 
災 害 救 助 

（知事命令） 

災 害 対 策 基 本 法 

（知事命令） 
町 長 の 命 令 

基 準 根 拠 災害救助法施行令 

災害に伴う応急措置の業

務に従事した者に対する

損害補償に関する条例 

養老町消防団員等公務災

害補償条例及び災害に際

し応急措置の業務に従事

した者に係る損害補償に

関する条例 

補償等の種類 

療 養 扶 助 金 

休 業 扶 助 金 

障 が い 扶 助 金 

遺 族 扶 助 金 

葬 祭 扶 助 金 

打 切 扶 助 金 

療 養 扶 助 金 

休 業 扶 助 金 

障 が い 扶 助 金 

遺 族 扶 助 金 

葬 祭 扶 助 金 

打 切 扶 助 金 

療 養 扶 助 金 

休 業 扶 助 金 

障 が い 扶 助 金 

遺 族 扶 助 金 

葬 祭 扶 助 金 

 

支 給 額 施行令で定める額 条例で定める額 条例で定める額 

５ 惨事ストレス対策 

 (１) 町は、職員等の惨事ストレス対策の実施に努める。 

 (２) 消防本部は、必要に応じて、消防庁等に精神科医等の専門家の派遣を要請する。 
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第３節 ボランティア活動 

 

 災害時には、平常時に比べると各種援護を必要とする者が増加し、通常の行政システムの処理

能力をはるかに超えることが予想され、ボランティア活動への期待が大きい。また被災地におい

て、ボランティア活動が無秩序に行われると現場が混乱する。このため、ボランティア活動が円

滑に行われるように、ボランティアに対するニーズを把握するとともに、その活動拠点の提供、

感染症対策の徹底等環境整備に努める。 

 

１ 町災害ボランティアセンターの設置 

  町社会福祉協議会は、必要があると認めるときは、町災害ボランティアセンターを設置し、

被災地におけるボランティア活動への支援を行う。 

２ ボランティアの受入・支援体制 

(１) 町本部にボランティア部会（住民福祉部）を設け、社会福祉協議会（町災害ボランティア

センター）と連携を保ちながら、ボランティアの受入・支援体制を確立する。 

(２) ボランティア部会は、必要に応じて報道機関の協力を得て、必要とするボランティアの種

類、人員等について全国に情報を提供し、参加を呼び掛ける。 

(３) 県又は県から事務の委任を受けた町は、共助のボランティア活動と地方公共団体の実施す

る救助の調整事務について、社会福祉協議会等が設置する災害ボランティアセンターに委託

する場合は、当該事務に必要な人件費及び旅費を災害救助法の国庫負担の対象とすることが

できる。 

 (４) ボランティア部会は、活動拠点となる施設の確保と必要な情報機器、設備等の支援を行う

とともに、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ボランティア等と

の連携を図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やこれらの異な

る組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を設置す

るなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握する。また、災害の状況及びボランテ

ィアの活動予定を踏まえ、町主導により片付けやごみなどの収集運搬を行うよう努める。こ

れらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアを

行っている者の生活環境について配慮する。 

３ 専門分野のボランティア関係機関の活動 

 救出、消火、医療、看護、介護等の専門知識・技術を要するボランティアについては当該ボ

ランティア活動に関する団体等が、町災害ボランティアセンター等と連携を密にし、次の活動

における受入・派遣の調整等を行う。 

 (１) 被災者の人命救助や負傷者の手当て 

   これらの活動は、専門的技術や重い責任が要求され、医師、看護師等の活動が中心となる。 
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 (２) 被災建物の危険度調査 

   被災した建物が、その後余震に耐えられるかどうかを判定する業務であり、震災建築物応

急危険度判定士等で専門的な技術を習得した人が中心となる。 

 (３) 被災者の生活支援 

これが一般的なボランティアであり、その内容としては次のようなものがある。 

ア 避難所援助 

    食料・飲料水の提供、炊き出し、救援物資の仕分け、洗濯・入浴・理美容サービス、高

齢者・身体障がい者等援助（手話通訳、外出援助）、話相手、子供の世話、学習援助、メン

タルケア、避難所入所者の名簿作成、生活情報の提供（インターネットの活用、ミニコミ

紙の作成・配布） 

  イ 在宅援助 

    高齢者・身体障がい者等の安否確認の協力と援助（手話通訳、外出介助）、食料・飲料水・

生活物品の提供、生活情報の提供（インターネットの活用、ミニコミ紙の作成・配布）、メ

ンタルケア、家屋後片付け、洗濯・入浴・理美容サービス等 

  ウ その他 

    被災者のニーズ把握・援助、被災者の健康状態のチェック、家屋修繕、ホームステイ・

里親、営業マップの作成・配布、引っ越しの手伝い等 

 



□2 〈２.応急〉第４節 自衛隊災害派遣要請 

〔養老防７〕 231 

第４節 自衛隊災害派遣要請 

 

 大規模な災害が発生し、又は発生のおそれがあるとき、住民の生命、財産の保護のため必要な

応急対策の実施が町のみでは困難であり、自衛隊の活動が必要かつ効果的であると認められた場

合、知事に対し、自衛隊の災害派遣を要請し、もって効率的かつ迅速な応急活動の実施を期する。 

 

１ 自衛隊の災害派遣要請 

 (１) 災害派遣要請の基準 

  ア 災害が発生し、人命、財産を保護するための災害応急対策の実施が、自衛隊以外の機関

で不可能又は困難であると認められるとき 

  イ 災害の発生が迫り、予防措置に急を要し、かつ自衛隊の派遣以外に方法がないとき 

 (２) 災害派遣の要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３) 派遣要請の要求 

   町長は、自衛隊の災害派遣を必要とする場合は、災害派遣要請依頼書（様式２－１）によ

り県知事に要請の依頼を行う。ただし、急を要するときは口頭又は電話で行い、事後速やか

に文書を提出する。要請を行った場合、町長は、必要に応じて、その旨及び町の地域に係る

災害の状況を自衛隊に通知する。 

   なお、県知事に派遣要請を求めることができない場合には、町長は、その旨及び町の地域

に係る災害の状況を自衛隊に通知することができる。ただし、事後速やかに通知した旨を県

知事に通知する。 

２ 自衛隊の活動 

(１) 被害状況の把握 

(２) 避難の援助 

(３) 遭難者等の捜索救助 

(４) 水防活動 

(５) 消防活動 

派遣要請の要求ができない旨及び災害の状況を通知 

派遣要請の要求 

被害状況の通知 派遣要請 

情報収集 

養 老 町 長 県 知 事 

師団長・地方総監

駐屯地司令及び基

地司令たる部隊長 

要請による派遣又

は自主派遣 
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(６) 道路又は水路の啓開 

(７) 応急医療、救護及び防疫 

(８) 人員及び物資の緊急輸送 

(９) 炊飯及び給水 

(10) 物資の無償貸付又は譲与 

(11) 危険物の保安及び除去 

(12) その他 

３ 町の受入れ体制 

 町本部長は、自衛隊の作業が他の防災関係機関と協力して効率的に実施できるように、その

受入れ体制に万全を期す。特に次の事項については留意する。 

(１) 活動拠点の確保 

  ア 県において策定された「岐阜県災害時広域受援計画」にて指定された活動拠点候補地（資

料２－14参照）より活動拠点を指定し、派遣部隊の受け入れを行うとともに、連携し、各

種活動を行う。 

  イ 派遣部隊の宿泊施設（野営施設）及び駐車場を確保する。 

  ウ 派遣部隊と関係所在自衛隊との情報連絡を確保するため、必要に応じて臨時電話を架設

する。 

(２) 緊密な連絡 

  ア 派遣部隊との連絡を緊密にするため連絡場所を設け、責任者を定めて常に自衛隊と連絡

窓口を統一し、作業の実施についても現地指揮官と協議して行うよう努める。 

  イ 必要に応じて地図、略図等を準備し、作業地区ごとに連絡員を定め、災害情報の伝達、

資材の調達等が円滑に行えるよう努める。 

(３) 作業計画及び資機材の準備 

 派遣部隊の行う作業の作業計画をたて、必要な資機材を準備し、作業に関係ある管理者等

にも連絡しておく。 

(４) 住民の協力 

 住民は、派遣部隊の作業を傍観することなく積極的に協力して作業を遂行すること。 

 (５) 派遣部隊の誘導 

   部隊が到着したときは、部隊を目的地に誘導するとともに、部隊指揮官と協議して、作業

が他の機関の活動と競合重複することがないよう、最も効果的に作業が分担できるよう配慮

する。 

４ 要請事項の変更 

 町本部は、派遣に当たって要請依頼した事項を変更する必要が生じたときは、直ちに県に連

絡する。 

５ 費用の負担区分 

(１) 自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として派遣を受けた町等が負担するものとし、次

の事項を基準とする。 
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ア 派遣部隊の宿営及び救援活動に必要な土地建物等の使用料及び借上料 

イ 派遣部隊の宿営及び救援に伴う光熱費（自衛隊の装備品を稼動させるため必要とする燃

料を除く。）、水道料、汚物処理料、電話等通信費（電話設備費を含む。）及び入浴料 

ウ 派遣部隊の救援活動に必要な自衛隊装備品以外の資材、機材等の調達、借上げ、運搬及

びその修理費 

  エ 県、市町村が管理する有料道路の通行料 

(２) 負担区分について疑義が生じた場合、あるいはその他必要経費が生じた場合は、県が調整

してその都度決定するものとする。 

６ 派遣部隊撤収時の手続き 

(１) 町本部長は、自衛隊の災害派遣の目的を達成したときは、速やかに県に対し、自衛隊の撤

収要請（様式２－２）を依頼する。 

(２) 派遣部隊が派遣期間の活動を終了したときは、県が派遣部隊の指揮官と協議して帰隊措置

を講ずる。 

７ その他 

(１) 自衛隊ヘリコプターの派遣要請に関する留意事項 

ア 派遣要請 

(ア) 派遣要請は、様式２－１の事項を明示し、事前又は早期に行うこと。 

(イ) 派遣要請は事実を確認し、他に方法がないときのみ行うこと。 

イ 発着場選定基準 

(ア) 地面は堅固で傾斜６度以内であること。 

(イ) 周囲にあまり障害物がないこと。少なくとも２方向に障害物がないことが望ましい。

ただし、東西南北100ｍ×100ｍの面積があれば、次図のごとく障害物があっても離着陸

可能 

 

○発着場 
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ウ 機種別による着陸地点及び無障害地点の基準 

○小型機（ＯＨ－６）の場合（カッコ内は夜間） 

○中型機（ＵＨ－１）の場合（カッコ内は夜間） 

（ＣＨ－47Ｊ）の場合 
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(ア) 風向に対して、石灰等で○Ｈを書くこと。 

(イ) ヘリポートの近くには、上空から風向、風速等の判定が確認できるよう吹流し又は旗

をたてるとともに、できれば発煙（積雪時は赤色又は着色したもの）を併用すること。 

オ 離着陸場における安全 

(ア) 離着陸場は平面にし、必要に応じて撒水し、積雪時は踏み固めること。 

(イ) 離着陸場の半径25ｍ以内には人が入らないこと。 

(２) ヘリコプターによる物資等を輸送する場合は、搭載量を超過させないため計量器を準備す

ること。 

(３) 町及び県での緊急時におけるヘリコプター発着可能なヘリポートは、資料６－１のとおり

であるが、更にヘリコプター発着場の確保に努め、ヘリコプター発着場周辺における建柱、

架線その他工作物の建設に際してはヘリコプター発着の障害とならないようにすること。 

 

エ 離着陸場の標示 

  （注）斜線内は白色、積雪時は赤色とする。
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第５節 交通応急対策 

 

第１ 道路交通対策 

 災害により、道路橋りょう等の道路施設に被害が発生し、若しくは発生するおそれがあり、交

通の安全と道路施設保全上必要があると認められるとき又は災害時における交通確保のため、必

要があると認められるときの通行禁止及び制限（以下「規制」という。）により、交通の確保に努

める。 

１ 道路情報の把握・提供 

 (１) 道路に関する被害状況の把握 

   町は、災害発生後速やかに道路パトロールにより道路及び交通の状況を把握するとともに、

関係機関との情報交換を行い、救援・災害復旧体制の早期確立を図る。 

 (２) 情報の提供 

   町は、災害発生箇所・内容、通行規制状況、う回路等の情報について、迅速かつ的確に道

路利用者、防災関係機関等に情報提供を行う。 

２ 発見者等の通報 

  災害発生時に、道路施設の被害その他により通行が危険であり、又は極めて混乱している状

態を発見した者は、速やかに警察官又は町に通報するものとする。町は、通報を受けた場合、

その路線管理機関又は警察署に速やかに通報する。 

３ 規制の実施 

 (１) 規制の種別等 

  災害時における規制の種別及び根拠は、おおむね次による。 

 ア 道路法に基づく規制（同法第46条） 

    災害時において道路施設の破損、決壊等によりその保全又は交通の危険を防止するため

必要があると認めたときは、道路管理者が道路の通行を禁止し、又は制限（重量制限を含

む。）する。 

  イ 道路交通法に基づく規制（同法第４条から第６条まで） 

    災害時において道路上の危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要がある

と認められるときは、県警察は、歩行者又は車両等の通行を禁止し、又は制限する。 

  ウ 災害対策基本法に基づく規制（同法第76条） 

    災害応急対策に必要な人員、物資等の緊急輸送確保のため必要があると認められるとき

は、公安委員会は緊急輸送に従事する車以外の車両の通行を禁止し、又は制限する。 

 (２) 実施機関等 

   規制の実施は、関係道路管理者と警察機関と密接な連絡をとり、特に規制の時期を失しな

いよう留意する。 
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区分 実  施  者 範      囲 

道路管

理者 

国（岐阜国道事務所） 国道258号線 

県 県道全般 

町（大垣土木事務所） 町道全般 

中日本高速道路㈱ 名神高速道路町内通行地域 

警察機

関等 
公安委員会 

規制区域が２警察署以上 

期間が１か月以上 

養老警察署長 
管轄区域内 

期間が１か月以上 

警察官 緊急を要する一時的な規制 

自衛官 
緊急を要する一時的な規制（警察官がその場にいな

い場合） 

 (３) 規制実施の要領 

  ア 産業建設部は、道路施設の被害等により危険な状態が予想され、若しくは発見したとき

又は通報等により承知したときは、町道にあっては直ちに道路法第46条により必要な規制

を行う。 

  イ 道路施設の管理が町以外の場合は、その管理者に通報するものとするが、規制をするい

とまのない場合は、直ちに警察署長に通報して、道路交通法に基づく規制を要請する。 

  ウ 危険箇所がある場合は、警戒区域を設定し、立入り制限・禁止又は退去命令等の方法に

よって応急的な規制を行う。この場合、町本部は、できる限り速やかに道路管理者又は警

察署に連絡して正規の規制を行う。 

 (４) 規制の周知徹底 

   町は、規制が実施されたときは、直ちに通行禁止等に係る区域又は道路の区間その他必要

な事項について、住民、運転者等に周知徹底を図る。 

 (５) う回路の確保 

   規制を行ったときは、適当なう回路を設定して、必要な地点に図示する等、一般交通にで

きる限り支障のないよう努める。 

 (６) 緊急通行車両の確認申請手続 

  ア 確認申請 

    災害応急対策を実施するための車両を使用しようとする場合は、県又は県公安委員会に

緊急通行車両確認証明書（以下「証明書」という。）等の交付申請をする。 

  イ 証明書等の交付 

    緊急通行車両であることが確認され、証明書及び標章が交付された場合は、指定どおり

車両に表示して走行する。 

４ 報告等 

 (１) 町は、規制を行ったときは、県（大垣土木事務所）及び警察署等に報告又は通知をする。 

 (２) 報告通知等に当たっては、次の事項を明示して行う。 

ア 禁止、制限の種別と対象 



□2 〈２.応急〉第５節 交通応急対策 

〔養老防９〕 238 

イ 規制する区間又は区域 

ウ 規制する期間 

エ 規制する理由 

オ う回路の道路、幅員、橋りょう等の状況等 

５ 災害時の放置車両等への応急処置 

  災害時、町が管理する道路において放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通

行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命令を

行う（運転者がいない場合等においては、自ら車両の移動等を行う。）。 

 

第２ 輸送手段の確保 

 災害時における応急対策を実施するに当たり、被災者及び応急対策従事者の移送あるいは救助、

復旧用物資等の輸送を迅速、的確に行う。 

１ 自動車等の確保 

 (１) 自動車等確保の要請 

   町本部各班は、災害輸送のため、自動車、舟艇等の借上げ等を要するときは、建設班に次

の輸送の条件を明示して車両確保（借上）等の要請をする。 

  ア 輸送区間又は借上期間 

  イ 輸送量又は車両の台数 

  ウ 集合の場所及び日時 

  エ その他の条件 

    （注）各班の所属車両をその目的業務に使用する場合は、要請は行わない。 

 (２) 輸送の調整等 

   車両確保等の要請を受けた建設班は、各班と緊密な連絡の下に輸送の緊急度輸送条件、町

本部保有車両の活動状況等を総合的に掌握し、輸送の効率的な確保の方法、輸送の優先順位

を決定する。 

 (３) 輸送確保の方法 

   災害輸送のため必要な車両・舟艇の確保は、次による。 

  ア 町本部所有車両 

  イ ＪＡにしみの所有車両（町内各支店） 

  ウ その他自家用車両 

  エ 事業用貨物自動車の借上げ 

 (４) 応援要請等 

   町区域内において、自動車、舟艇等の確保ができないときあるいは町のみでは輸送ができ

ないときは、県に対して要請及び調達のあっせんを依頼する。 

 (５) 輸送記録 

   車両を使用した各班は、車両使用書（様式５－１）、輸送記録簿（様式５－２）、輸送明細

書（様式５－３）を作成し、整備保管する。 
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２ ヘリコプター離着陸場等の確保 

  町は、空中輸送が必要な場合には、ヘリコプターが安全に離着陸できる場所（避難所、避難

場所を除く。）を県に報告するとともに、離着陸する場合の安全確保を図る。 

３ 緊急物資の地域内輸送拠点等の運用 

  町は、被災地内の道路の交通混乱を避けるため、被災地内の指定避難所等へのアクセス、道

路の被害状況及び予想される輸送物資の種類・量等を勘案し、被災地周辺の公的施設のうちか

ら物資の一時集積配分拠点を確保し、被災地内の道路交通の混乱が解消されるまでの間設置す

る。 

  なお、陸路による緊急輸送が不能であると判断された場合には、ヘリコプターによる空輸を

行うため、ヘリコプター緊急離着陸場を有する公的施設に物資を搬送し、ここを地域内輸送拠

点等とする。 

 (１) 取扱物資 

  ア 町の救援要請により他地域から配送される救援物資(食料、飲料水及び生活用品等) 

  イ 食料、生活必需品等の応急生活物資 

  ウ 義援物資集積所から町に配送される義援物資 

  エ 医薬品 

 (２) 地域内輸送拠点等における業務 

  ア 緊急物資、救援物資の一時集積及び分類 

  イ 指定避難所等の物資需要情報の集約 

  ウ 配送先別の仕分け 

  エ 小型車両への積み替え、発送 

    (注)・大型車両による輸送は、原則として地域内輸送拠点等までとする。 

      ・(２)ウ、エについては、ボランティアを積極的に活用する。 

 (３) 指定避難所等への輸送 

   指定避難所等までの輸送は、原則として町が実施する。 
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第６節 通信の確保 

 

 町は、防災関係機関と連携し、災害時において応急対策に必要な指示、命令、報告等の災害情

報の迅速かつ的確な収集、伝達を行うため、通信手段の確保を図る。 

 

１ 情報通信手段の機能確保 

  町は、災害発生後、直ちに情報通信手段の機能確認を行う。また、支障を生じた施設がある

場合、その復旧を行うため、必要な要員を直ちに現場に配置する。 

２ 有線通信施設による方法 

(１) 普通電話による通信（非常通話） 

 災害時においても、通常の使用方法により利用するものとするが、通話が困難になった場

合は被災地へ優先的に利用できる「災害時優先電話」により通話を行う。 

 災害時優先電話は次の４本である。 

〔32－1101・32－0751・32－0214・32－0511〕 

 なお、町本部として非常通話、緊急通話用としての登録電話は、32－1101（総務課長）で

ある。 

(２) 警察電話による通信 

 一般加入電話及び非常通話がともに使用困難な場合であって、緊急を要するときは、最寄

りの警察機関の協力を得て警察専用電話により通信の伝達を依頼する。 

(３) 鉄道電話による通信 

(４) その他有線放送による通信 

３ 無線通信施設による通信 

(１) 養老町防災行政無線による通信 

 災害時において、回線不足等により通信に支障が生じた場合は、緊急及び災害に関する通

信を優先させるため、「養老町防災行政無線管理運用規程」に定めるところにより通信の統制

を行う。 

(２) 警察無線電話による通信 

 防災行政無線電話及び消防無線電話による通信が使用困難な場合であって、緊急を要する

ときは、最寄りの警察機関の協力を得て、警察無線電話により通信の伝達を依頼する。 

(３) 非常無線通信による通信 

 一般加入電話及び自局の無線電話による通信が不可能な場合であって、緊急を要するとき

は、アマチュア無線による災害情報の収集及び伝達について協力を要請するとともに、他の

機関の無線局の協力を得て、非常無線通信の伝達を依頼する。 

４ 電報による通信 
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 災害時における電報（非常）の取扱いは、発信紙の余白に「非常」と朱書きして電報サービ

ス取扱い所に申し込む。 

５ 急使による通報 

 あらゆる通信施設が利用できないとき、あるいは、急使によることが適当な通信（連絡）は、

伝令等急使を派遣して行う。町本部からの急使は、本部事務局員（本部事務局員が不足すると

きは、本部事務局から各部班に依頼して指名された者）が当たる。 

６ 文書による通報 

 通信に当たっては、通報の発受内容を記録し、発信した事項については文書によって重ねて

通報する。 
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第７節 警報・注意報・情報等の受理・伝達 

 

 気象・地象・水象等による被害を最小限にとどめるためには、これらの情報を一刻も早く地域

住民等に伝達することが重要である。また、円滑な応急対策活動を実施するため、町は、各防災

関係機関との緊密な連携のもと災害に関する情報を迅速かつ的確に把握する体制を整える。 

 

１ 警報等の伝達 

(１) 気象警報等の伝達系統 

  ア 気象警報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 洪水予報等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＴＴ西日本岐阜支店 
岐阜地方 

気 象 台 

養 老 町 

日本放送協会 

岐 阜 放 送 ㈱ 

岐阜県（防災課） 

水防支隊 水防管理団体 住 民 
水 防 隊 本 部 

木曽川上流河川事務所 

警察本部 警 察 署 

水防監視員・樋管樋門管理人 

岐阜地方気象台 

木曽川上流河川事務所 

岐阜県（防災課） 

報 道 機 関 

中部地方整備局河川管理課 

水 防 隊 本 部 

中部管区警察局 

水防管理団体 

住 民 

水 防 支 隊 

水防監視員・ 

樋管樋門管理人 

養 老 町 
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  ウ 土砂災害警戒情報 

 

 

 

 

 

 

(２) 住民等への伝達 

 住民等に周知徹底の必要があると認めるときは、次により行う。 

ア 防災行政無線（屋外拡声子局及び戸別受信機） 

イ CATVによるデータ放送 

ウ 広報車による広報 

エ 防災アプリ及びあんしん防災ネットによる周知 

オ 消防団、自主防災組織等による伝令（電話、口頭） 

 (３) 防災気象情報と警戒レベルとの関係 

  ア 県は、避難情報の発令基準に活用する防災気象情報を、警戒レベルとの関係が明確にな

るよう、５段階の警戒レベル相当情報として次表のとおり区分し、住民の自発的な避難判

断等を促す。 
 

警戒レベル 避難情報 

警戒レベル相当情報 

水位情報がある場

合 

水位情報がない場

合 

土砂災害に関する

情報 

警戒レベル５ 緊急安全確保 氾濫発生情報 
大雨特別警報（浸

水害） 

大雨特別警報（土

砂災害） 

警戒レベル４ 避難指示 氾濫危険情報 
・浸水キキクル 

 （危険） 

・土砂災害警戒情

報 

・土砂キキクル 

 （危険） 

警戒レベル３ 高齢者等避難 氾濫警戒情報 

・洪水警報 

・浸水キキクル 

 （警戒） 

・大雨警報（土砂

災害） 

・土砂キキクル 

 （警戒） 

警戒レベル２ 
洪水注意報 

大雨注意報 
氾濫注意情報 

・浸水キキクル 

 （注意） 

・土砂キキクル

（注意） 

警戒レベル１  
早期注意情報（警

報級の可能性） 
  

  イ 町は、アの警戒レベル相当情報が発表されたときには、警戒レベルに応じた災害応急活

動体制を確立するとともに、本章第14節「避難対策」に定めるところにより避難指示等を

行い、住民等に周知徹底を図る。 

２ 警報等の伝達及び警告 

岐阜地方気象台 

岐阜県（砂防課） 

岐阜県（防災課） 

報 道 機 関 住 
 
 

 

民 

養 老 町 

情報共有 

共同発表 

インターネットによる土砂災害警戒情報の提供 

ラジオ・テレビ等 

インターネットによる補足情報の提供 

防災無線等 
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 町本部は、火災予防上危険な気象の状況における火災に関する予報若しくは警報、並びに予

想される災害事態及びとるべき措置について県から通知を受けたときは、関係機関及び住民等

に伝達する。 

３ 異常現象発見の手続 

(１) 発見者の通報 

 異常な現象を発見した者は、次の区分により関係の機関（職員）に通報しなければならな

い。 

ア 火災に関する現象 → 消防機関（消防署及び消防団員） 

イ 水防に関する現象 → 水防機関（水防管理団体（養老町）、水防監視員、消防団）、 

消防署、警察署 

ウ その他に関する現象→ 町本部、消防機関（消防署及び消防団員）、警察署 

  （土砂災害を含む） 

 (２) (１)によって通知があったときは、直ちに次の機関に通報するとともに、住民及び関係機関

に周知徹底する。 

ア 気象に関する現象 → 岐阜地方気象台 

イ 異常現象によって予想される災害と関係のある隣接市町 → 隣接市町 

ウ 異常現象によって予想される災害と関係のある県支部  → 県支部関係機関 

４ 気象警報等の種別 

 防災と関連のある気象警報等の種別は、次の区分に従って扱う。 

(１) 気象警報等の発表基準 

 気象ないしは気象と相関連する異常現象等について気象台において発表される。 

 養老町における警報・注意報及び情報の種別及び基準は、次表のとおりである。 
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                             (          ) 

養老町 

府県予報区 岐阜県 

一次細分区域 美濃地方 

市町村等をまとめた地域 岐阜・西濃 

警報 

大雨 
（浸水害） 表面雨量指数基準 35 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準 170 

洪水 

流域雨量指数基準 

津屋川流域＝13.7、牧田川流域＝37、

五三川流域＝8.2、金草川流域＝9.4、

杭瀬川流域＝33、相川流域＝27.7、

色目川流域＝4.6、泥川流域＝9.6 

複合基準（※１） － 

指定河川洪水予報

による基準 

揖斐川中流［岡島・万石］、長良川中

流［忠節・墨俣］、揖斐川下流［今尾］ 

暴風 平均風速 17ｍ/ｓ 

暴風雪 平均風速 17ｍ/ｓ 雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ20㎝ 

注意報 

大雨 
表面雨量指数基準 18 

土壌雨量指数基準 113 

洪水 

流域雨量指数基準 

津屋川流域＝10.9、牧田川流域＝

29.6、五三川流域＝6.5、金草川流域

＝7.5、杭瀬川流域＝26.4、相川流域

＝22.1、色目川流域＝3.6、泥川流域

＝7.5 

複合基準（※１） 

津屋川流域＝（９、10.9）、牧田川流

域＝（10、29.6）、色目川流域＝（９、

3.6） 

指定河川洪水予報

による基準 
揖斐川中流［万石］ 

強風 平均風速 12ｍ/ｓ 

風雪 平均風速 12ｍ/ｓ 雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ10㎝ 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪 融雪により災害が発生するおそれのある場合 

濃霧 視程 100ｍ 

乾燥 最小湿度 25％で、実効湿度 60％ 

なだれ 

①24時間降雪の深さが30㎝以上で積雪が70㎝以上になる

場合 

②積雪の深さが70㎝以上あって、日平均気温が２℃以上

の場合 

③積雪の深さが70㎝以上あって、降雨が予想される場合 

低温 平野部 冬期：最低気温 －５℃以下 
  

警報・注意報発表基準一覧表 
令和４年５月2 6日現在 
発表官署 岐阜地方気象台 
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  平野部以外 冬期：最低気温 －９℃以下 

 霜 早霜・晩霜期に最低気温３℃以下 

 着氷・着雪 著しい着氷（雪）が予想される場合 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 100㎜ 

※１ 表面雨量指数、流域雨量指数の組み合わせによる基準値を表す。 

※２ 表面雨量指数：短時間強雨による浸水危険度の高まりを把握するための指標で、降った雨

が地表面にどれだけ溜まっているかを示す指数 

※３ 土壌雨量指数：降雨による土砂災害発生の危険性を示す指標で、土壌中に溜まっている雨

水の量を示す指数 

  ※４ 流域雨量指数：降雨による洪水災害発生の危険性を示す指標で、対象となる地域・時刻に

存在する流域の雨水の量を示す指数 

(２) 特別警報 

(１)の警報の発表基準をはるかに超える豪雨や大津波等が予想され、重大な災害の危険性が

著しく高まっている場合、気象庁は、「特別警報」を発表し、最大限の警戒を呼びかけること

としている。 

特別警報が発表された場合、当該地域は数十年に一度しかないような非常に危険な状況に

あり、直ちに命を守るための行動をとる必要がある。 

現象の種類 基    準 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される

場合 

 参考 雨に関する養老町の50年に一度の値 

  （令和４年３月24日現在） 

  48時間降水量：480mm 

  ３時間降水量：187mm 

  土壌雨量指数：281 

暴風 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと

予想される場合 

暴風雪 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風

が吹くと予想される場合 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

 参考 50年に一度の積雪深と既往最深積雪深（関ケ原） 

  （令和３年10月28日現在） 

  50年に一度の積雪深：96cm 

  既往最深積雪深：79cm 

  〔注〕 発表に当たっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて過去の災

害事例に照らして算出した客観的な指標を設け、これらの実況及び予想に基づいて判断を

する。 

(３) 水防活動用警報等 

 水防活動に資するため水防関係機関に対し、発表する注意報及び警報であって、種別、内

容は次のとおりである。 
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区   分 警   報   等   の   内   容 

(１) 
水 防 活 動 用 

気 象 注 意 報 

 気象注意報のうち、大雨注意報の発表があった時、本注意報が

あったものとし、水防活動用の語をつけない。 

(２) 
水 防 活 動 用 

気 象 警 報 

 気象警報のうち、大雨警報の発表があった時、本警報があった

ものとし、水防活動用の語をつけない。 

(３) 

水防活

動用洪

水注意

報 

一般河川 
 気象洪水注意報の発表でこれに代える。水防活動用の語はつけ

ない。 

協議河川 
 協議河川についての洪水注意報の発表をする。水防活動用の語

はつけない。 

(４) 

水防活

動用洪

水警報 

一般河川 
 気象洪水警報の発表でこれに代える。水防活動用の語はつけな

い。 

協議河川 
 協議河川についての洪水警報の発表をする。水防活動用の語は

つけない。 

(４) 水防警報等の発表基準 

 河川管理者が特に必要と認め指定した次の河川について、洪水時において基準地点の水位

により各種情報の発表を行う。 

ア 水防警報河川 

    水防法第16条に基づき、洪水により重大な損害を生ずるおそれがあると認めて指定した

河川について、国土交通大臣若しくは知事が水防管理団体に対して情報若しくは警報を通

知する。 

種   類 発  表  の  基  準 

水 防 情 報 
 水位の昇降、滞水時間及び最高水位とその時刻等、水防活動上の情

報を関係機関に徹底する必要があるとき。 

水 防 警 報 
 水位が氾濫注意水位に達するか、又は氾濫注意水位を超えて危険が

予想されるとき。 

  イ 洪水予報河川 

    水防法第10条及び第11条に基づき、流域面積が大きい河川で洪水により相当な損害を生

ずるおそれがあるものとして指定した河川について、国土交通大臣若しくは知事が気象庁

長官と共同して、洪水に関する情報を水防管理団体に対して通知し、また一般に周知する。 

種   類 発  表  の  基  準 

氾濫注意情報 
基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）に到達し、さらに水位が

上昇すると見込まれるとき。 

氾濫警戒情報 
基準地点の水位が氾濫危険水位を超えるおそれがあるとき、もしくは

避難判断水位を超え、なお上昇が見込まれるとき。 

氾濫危険情報 氾濫危険水位に到達したとき。 

氾濫発生情報 
堤防から越水または破堤がおこり、河川水による浸水が確認されたと

き。 

氾濫注意情報 

解 除 
氾濫注意情報の必要がなくなったと認められるとき。 
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  ウ 水位周知河川 

    水防法第13条に基づき、流域面積が大きくない河川で、洪水により相当な損害を生ずる

おそれがあるものとして指定した河川について、国土交通大臣若しくは知事が洪水に関す

る情報を水防管理団体に対して通知し、また一般に周知する。 

種   類 発  表  の  基  準 

氾濫警戒情報 
 洪水による災害の発生を特に警戒すべき水位として定めた避難判断

水位に達したときに発表する。 

各指定河川基準点 

河川名 基準点名 
水 防 団 

待機水位 

氾  濫 

注意水位 
出動水位 

避難判断 

水  位 

氾  濫 

危険水位 
適 用 

揖斐川 万石 2.50ｍ 4.00ｍ 5.00ｍ 5.80ｍ 6.40ｍ 
洪水予報河川 

水防警報河川 

牧田川 烏江 5.00ｍ 6.50ｍ 7.30ｍ 7.30ｍ 7.60ｍ 
水位周知河川 

水防警報河川 

泥川 室原新橋 6.00ｍ 6.60ｍ － 7.10ｍ 7.60ｍ 
水位周知河川 

水防警報河川 

(５) 火災警報 

 消防署における気象観測により、次の場合発令する。 

ア 実効湿度60％以下であって最小湿度40％を下り最大風速７ｍを超える見込みのとき。 

イ 平均風速10ｍ以上の風が１時間以上連続して吹く見込みのとき。 

    火災警報の発令は、電話により各分団本部へ連絡し、警鐘台に警報発令中の吹流しをあ

げるとともに「火災警報発令中」の標示板を掲示し、また、広報車で住民へ周知する。 

 (６) 土砂災害警戒情報 

   岐阜地方気象台と県が、大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がい

つ発生してもおかしくない状況となったときに、市町村長の避難情報の発令判断や住民の自

主避難の判断を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける情報。危険な

場所から全員が避難することが必要とされる警戒レベル４に相当する。 

５ 雨量観測による気象状況等の把握 

 (１) 町本部・町支部は、注意報、警報発令時における町内各地の雨量状況を、雨量観測実施機

関の協力を得て把握し、必要に応じて関係機関に伝達する。 

 (２) 町本部・町支部は、管内の雨量状況の把握に努め、山崩れ、崖崩れ、土石流、出水警戒、

堤防のき裂、破堤に対する警戒及び住民の避難等必要な対策をとるとともに、必要に応じて

県に連絡する。 

 (３) 町本部・町支部は、災害の発生が予測される気象状況のとき等は、警察署、県等と連絡を

密にし、ラジオ、テレビ放送等に留意して的確な気象状況の把握に努め、集中豪雨等におけ

る住民の避難等が適切にできるように努める。 

 




